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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) ― ― ― ― 15,808,719

経常利益 (千円) ― ― ― ― 827,566

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 404,263

純資産額 (千円) ― ― ― ― 2,621,919

総資産額 (千円) ― ― ― ― 4,574,307

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 24,937.42

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 3,854.52

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 3,714.85

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 56.7

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 15.6

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 6.12

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 451,998

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △236,125

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △104,571

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― ― ― 2,036,852

従業員数 (名) ― ― ― ― 347

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第21期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。

３　従業員数欄は、パートタイマー及び派遣社員は除いております。
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(2) 提出会社の状況

　

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 3,637,4104,667,9616,075,84714,056,38914,466,246

経常利益 (千円) 270,239 295,971 255,401 684,234 861,874

当期純利益 (千円) 110,780 156,227 133,382 340,289 414,671

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 90,438 202,1881,369,6071,374,3741,375,589

発行済株式総数 (株) 2,696 14,58034,343.71104,801.13105,251

純資産額 (千円) 596,0381,021,5381,914,5962,264,3482,600,092

総資産額 (千円) 1,153,3251,688,1823,717,3864,263,3904,291,161

１株当たり純資産額 (円) 221,082.5670,064.3555,749.2421,606.5924,729.81

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
旧株 　4,200
新株　　　12

(―)

1,300

(―)

―

(―)

750

(―)

750

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 61,340.6811,180.504,427.493,268.013,953.76

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― 9,681.624,068.163,132.033,810.50

自己資本比率 (％) 51.7 60.5 51.5 53.1 60.6

自己資本利益率 (％) 23.1 19.3 9.1 16.3 17.0

株価収益率 (倍) ― 20.4 84.7 20.5 6.0

配当性向 (％) 10.0 11.6 ― 22.9 19.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 196,657 196,125 13,285 424,984 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 94,774 53,244△1,465,755△56,089 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △140,321 264,4422,054,860 9,463 ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 406,680 920,4941,522,8841,901,243 ―

従業員数 (名) 84 97 248 308 248
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　 (注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第21期より連結財務諸表を作成しているため、第21期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、並びに現金

及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

３　当社には持分法適用会社が存在しないため、第20期以前の持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりま

せん。

４　第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストック・オプション制度の導入に伴う新株予約

権がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。

５　第17期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。

６　第17期の１株当たり配当額について、新株は平成16年３月31日にて株式会社パートナーズ・ジャパンとの合併

に伴う56株の増資によるものであります。

７　第20期の１株当り配当額の内訳は、普通配当500円と会社創立20周年記念特別配当250円であります。

８　従業員数は、パートタイマー及び派遣社員は除いております。

９　当社は平成17年５月20日付で、１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成17年３月31日時点の株価

は、権利落ち後の株価となっております。なお、第18期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純資産等

との整合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。

10　第19期の各数値には、株式会社ラスコーポレーションとの合併により同社から平成18年３月１日をもって引き

継いだ事業の同日以降の成績等が含まれております。

11　当社は平成18年12月１日付で、１株につき３株の割合で株式分割を行っております。なお、第20期における１株

当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

12　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

昭和62年１月各メーカーの多様化する商品群の販売促進活動を支援することを目的として、東京都新宿

区愛住町に株式会社ピーアンドピーを設立

平成元年３月 派遣事業に対応するため、特定労働者派遣事業の認可を取得

５月 本社を東京都新宿区住吉町に移転

平成４年６月 関西地区に事業拡大のため、大阪府大阪市中央区本町に株式会社ピーアンドピー(大阪)を

設立

平成９年８月 多様な受注に対応するため、東京都目黒区上目黒に有限会社ピーエスピーを設立

平成12年８月登録スタッフによるタイムリーな人材サービスに対応するため、一般労働者派遣事業の許

可を取得（許可番号　般13-080358）

10月名古屋地区に事業拡大のため、愛知県名古屋市中区栄に名古屋営業所を開設

平成14年３月東京地区のきめ細かいフォロー体制作りのため、東京都千代田区佐久間町に秋葉原営業所

を開設

４月 事業拡大により、有限会社ピーエスピーを株式会社フロスに組織・商号変更

９月 関西地区の事業との一体化を図るため、株式会社ピーアンドピー(大阪)と合併し、大阪支

社を開設

平成15年９月九州地区への事業拡大のため、福岡県福岡市博多区博多駅東の株式会社パートナーズ・

ジャパンを買収し、52％子会社化

10月事業分野拡大のため、有料職業紹介事業の許可を取得（許可番号　13-ユ-080535）

平成16年３月株式会社パートナーズ・ジャパンと合併し、九州支社を開設

５月 東京本社を東京都新宿区新宿三丁目(現住所)に移転

12月社団法人日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

12月株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年１月関東地区の事業基盤強化のため、北関東地区に宇都宮営業所を設立

５月 関東地区の事業基盤強化のため、神奈川地区に横浜営業所を設立

10月小売・流通業向け総合人材サービス会社である株式会社ラスコーポレーションの株式を

取得し子会社化

平成18年３月株式会社ラスコーポレーションとの経営効率化および両社のシナジー効果を最大限発揮

させることを目的に合併

平成19年２月北関東地区の事業基盤設立のため、茨城地区に水戸営業所を設立

平成19年６月株式会社フロスを株式会社ピーアンドピーコンシューマーズに商号変更

平成19年８月棚卸代行サービス事業を会社分割により新設した株式会社ピーアンドピー・インベック

スに承継し、子会社化

平成19年10月株式会社ピーアンドピー・インベックスと株式会社インベックス・パートナーズが合併
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３ 【事業の内容】

当社グループは、アウトソーシング事業と人材派遣事業を主な事業として取り組んでおります。

(1) アウトソーシング事業

当社グループのアウトソーシング事業とは、デジタル情報家電、移動体通信機器、健康器具、食品、化粧

品等の製造及び運営事業者並びにその商社系・メーカー系一次代理店から、様々なセールス・プロセス

活動を受託する事業（セールス・プロセス・アウトソーシング（注１））であります。

当社グループのクライアントであるメーカー等の事業者が販売活動を行う場合には、量販店など小売

店の流通チャネルを通じて販売いたしますが、その膨大な数の流通チャネルをきめ細かくフォローして

いくためには、自社の人員だけでは必ずしも十分とはいえないため、当社グループがセールス・プロセス

活動を受託し、クライアントの営業活動をトータルに支援するサービス（ＳＰＯシステム（注２））を

提供しております。

このことはクライアントの販売活動において重要な役割を担っているものと考えており、セールス・

プロセス活動を担うスタッフ（注３）の教育には特に力を注いでおります。そのため、接客ノウハウをは

じめ、様々な販売スキルや専門的な商品知識、店舗ごとのフィールド研修（販売現場研修）などのスタッ

フ教育を行いスタッフのスキルアップに努め、メーカーのマーケティング戦略を支援しております。

また、当社グループのスタッフマネジャー（注４）がクライアントの営業担当者に代わって販売現場

を巡回し、売り場管理や情報の収集、スタッフのサポートなどを行って、販売現場とクライアントをつな

ぐ役割も果たしております。

当社グループのスタッフ及びスタッフマネジャーが収集した消費者の生の声や売れ筋動向などの販売

現場の生きた情報を、リアルタイムに収集、集計分析した上でクライアントにフィードバックするという

情報提供が、もうひとつの重要なサービス（ＳＰＯシステム（注２））となっております。

　

（注１）セールス・プロセス・アウトソーシング（ＳＰＯ）とは、メーカー等の営業部隊の一員として、量販店など

小売店への営業促進から店頭販売に至るまでセールス・プロセス活動をトータルに支援するアウトソーシン

グ事業のことであります。具体的には、メーカーセールスの店舗フォロー、販売現場の情報収集、販売戦略への

フィードバックなどセールスプロモーションとフィールドマーケティングを行う総合支援サービスでありま

す。

　

　　　　　セールス・プロセスの概念図

　

　

（注２）ＳＰＯシステムとは、クライアントの営業活動をトータルに支援するサービスのことであります。
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ＳＰＯシステムの概念図

　

　

①　クライアントと共にマーケティング戦略の企画・立案

②　セールススタッフ等が店頭でメーカーのプロモーションに沿って販売戦略を実施

③　販売動向など消費者と現場の「生の声」を吸い上げる

④　現場から収集した情報をフィードバック

⑤　情報を元にマーケティング戦略や売り場を改善していくことで、販促効果をアップ

　

（注３）スタッフとは、①メーカーの営業部隊の一員として量販店へのセールス活動を行う「セールスプロモー

ター」②販売促進活動とともに販売動向を収集する「セールススタッフ」③店頭での試飲や試食などを実施

して商品認知度を高める「デモンストレーター」④店頭ブースなどでマイクパフォーマンスを交えながら試

供品やチラシ配布を行う「キャンペーンスタッフ」などセールス・プロセス活動を実施する者の総称であり

ます。

　

（注４）スタッフマネジャーとは、スタッフへＯＪＴなどの研修を通じた事前フォローとスタッフのモラルおよびス

キル向上を図るアフターフォローの機能を有する当社社員を指します。一方で、クライアントニーズに合わせ

たセールス・プロセス活動をコントロールしており、スタッフから吸い上げた販売現場の情報をクライアント

にフィードバックする機能も有しております。

　

(2) 人材派遣事業

当社グループにおける人材派遣事業は、他の総合人材派遣事業とは異なり、様々な業界に様々な職種の

人材を派遣するということはなく、主として情報家電メーカー数社に特化し、デジタル情報家電商品の販

売員やシステムエンジニアの派遣を中心として、専門的な技能を必要とする職種に対象を絞っておりま

す。

特に、人材派遣事業を活用する大口クライアントの中には、販売スタッフ全員を派遣会社で賄う方針を

採用する企業も増え始めており、こうした企業からの販売スタッフ派遣のニーズは益々拡大しておりま

す。また、当社（提出会社）の九州支社では、ソフトウェア事業のクライアントにシステムエンジニアを

派遣しております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容

(連結子会社)
㈱ピーアンドピー・インベックス
(注)１

東京都新宿区 243,000

アウトソー
シング事業
(棚卸代行
サービス)

所有93.2％
経営指導

役員の兼任 ２名

㈱ピーアンドピーコンシューマーズ
(注)２

東京都新宿区 50,000
アウトソー
シング事業

所有100.0％
経営指導

役員の兼任 ２名

(注) １　平成19年８月１日付で当社が分社型新設分割によりアウトソーシング事業（棚卸代行サービス）を承継した

会社である株式会社ピーアンドピー・インベックスが、平成19年10月１日付で株式会社インベックス・パー

トナーズと吸収合併して統合した会社であり、また、特定子会社であります。

　　 ２　平成19年６月29日付で㈱フロスから商号の変更を行うと同時に、当社が追加出資を行い、資本金を50,000千円と

しました。また、重要性が増したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含んでおります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

アウトソーシング事業
347

人材派遣事業

合計 347

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員であります。なお、パートタイマー及び派遣社員は除いております。

　　 ２　当社の企業集団は、事業の種類ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業の種類に従

事しております。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

248 36.2 3.4 4,249

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。なお、

パートタイマー及び派遣社員は除いております。

　　 ２　従業員数が当事業年度において60名減少しておりますが、主として、平成19年８月１日付で分社型新設分割

により棚卸代行サービス事業を承継して株式会社ピーアンドピー・インベックスを設立したことによ

るものであります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいては、労働組合は組織されていませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)は連結財務諸表作成初年度になりますの

で、前連結会計年度との対比は行っておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、前半は企業収益が高水準で推移し、企業の設備投資への

増加を背景に、雇用環境や消費の積極的な回復が見られました。しかしながら、後半は米国のサブプライ

ムローン問題に端を発した金融不安リスク、原油高による原材料価格等の上昇リスクといった不安材料

により、一転して国内景気の先行きに不透明感が増しました。このような中でも、総務省が発表した労働

力調査によると、平成20年３月の完全失業者数
*1
は、28カ月連続で減少しており、雇用環境の改善は未だ緩

やかに続いております。

当社グループの主要マーケットである移動体通信業界におきましては、平成19年12月には、携帯電話契

約数が１億件
*2
を突破し、平成20年３月末現在では、約１億３千万件

*2
に上っています。また、ＭＶＮＯ

（仮想移動体通信事業者）
*3
ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社の新規参入、イー・モバイル株式

会社の音声サービス開始など、各キャリアでの利用者獲得に向けたシェア争いが一層激化の様相を呈し

てきました。

また、デジタル家電業界におきましては、2008年開催の北京オリンピックを目前に、平成19年度（平成

19年４月１日から平成20年３月31日）のプラズマテレビの出荷台数は前年比で121.6％
*4
、液晶テレビの

出荷台数は前年比131.2％*
4
と大きく伸びております。

一方、ストア事業におきましては、衣料品・住関品の売上は依然として伸び悩んでいるものの、当社グ

ループが強みとしている食料品部門の売上は緩やかに拡大を続けており（平成19年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日）における売上高前年対比100.4％
*5
）、人材ニーズの高まりは続いております。

また、食品メーカーなどでは「クロスマーチャンダイジング
*6
」を採り入れる企業も増加傾向にあり、売

場において直接消費者に訴求するための人材ニーズも拡大基調にあります。

このような環境のもと、当連結会計年度における当社グループの活動としましては、ＳＰＯ（セールス

・プロセス・アウトソーシング
*7
）の提案による、新規大型全国案件の受注獲得に向けた営業活動の強

化、国内全てのエリアで統一されたサービス展開を行うための拠点網の拡充、新規大型店の出店ラッシュ

に伴い、鮮魚・精肉・惣菜売場の技術者不足のニーズを受けた技術者派遣の強化、棚卸代行サービスの市

場拡大に合わせた、棚卸事業部の分社化及び合併等の活動を中心に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の連結売上高は15,808,719千円、連結経常利益は827,566千円、また、連結当

期純利益は404,263千円となり、売上高、営業利益及び経常利益は創業来の増収増益を達成いたしました。

なお、当連結会計年度における事業の種類別セグメントの売上高の概況は以下のとおりであります。

①　アウトソーシング事業

アウトソーシング事業では、ＳＰＯの提案営業による新規大型全国案件の受注も進んだ一方で、現場

スタッフに係る業務を派遣へ切り替えるクライアントニーズも進んだ結果、当連結会計年度の売上高

は8,977,201千円となりました。
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②　人材派遣事業
*8

人材派遣事業では、カード事業部門において改正貸金業規正法などの影響を受け、売上を縮小した分

野もありましたが、主力のモバイル・デジタル分野での派遣への切り替えへニーズの拡大のほか、派遣

契約による新規の全国一括案件の獲得など、柔軟な対応が奏功し、当連結会計年度の売上高は

6,831,517千円となりました。

(注)*1:出典：総務省統計局「労働力調査（速報）平成20年3月分結果の概要」

*2:出典：（社）電気通信事業者協会「携帯電話／ＩＰ接続サービス／ＰＨＳ／無線呼び出し契約数」

*3:ＭＶＮＯ（仮想移動体通信事業者）とは、携帯電話やＰＨＳなどの物理的な移動体回線網を自社では持たないで、実
際に保有する他の事業者から借りて（再販を受けて）、自社ブランドで通信サービスを行う事業者を示します。

*4:出典：（社）電子情報技術産業協会「2008年３月国内出荷実績」

*5:出典：日本チェーンストア協会「平成19年度のチェーンストア販売概況について」

*6:クロスマーチャンダイジングとは、カテゴリーにこだわることなく、関連商品を一つの売り場やコーナーにまとめる
事で相乗効果による売り上げ増を図る手法を示します。

*7:ＳＰＯ（セールス・プロセス・アウトソーシング）とは、メーカー等の営業部隊の一員として、量販店など小売店へ
の営業促進から店頭販売に至るまでセールス・プロセス活動をトータルに支援するアウトソーシング事業のことで
あります。具体的には、メーカーセールスの店舗フォロー、販売現場の情報収集、販売戦略へのフィードバックなど
セールスプロモーションとフィールドマーケティングを行う総合支援サービスであります。

*8:「人材派遣事業」には人材紹介事業を含んでおります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の総資産における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前期末（単体）

と比べて111,300千円増加したほか、株式会社ピーアンドピーコンシューマーズを連結範囲に含めたこと

による増加11,260千円、及び連結子会社である株式会社ピーアンドピー・インベックスが株式会社イン

ベックス・パートナーズと合併したことによる増加13,047千円があり、当連結会計年度末残高は

2,036,852千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が763,787千円の計上となった一方、

法人税等の支払452,354千円などにより、差引き451,998千円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出63,311千円、及び無形固定資産

の取得による支出91,532千円などにより、236,125千円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いによる支出77,961千円、及び自己株式の取得に

よる支出2,758千円などにより、104,571千円の支出となりました。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループが行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業は、提供するサービスの性格上、生産実績

に馴染まないため、当該記載を省略しております。

　

(2) 受注実績

当社グループが行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業は、長期継続受注のものと短期単発受注

のものが混在していることから、受注実績を正確に把握することが困難であるため、当該記載を省略して

おります。
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(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

アウトソーシング事業（千円） 8,977,201 ―

人材派遣事業（千円） 6,831,517 ―

合計（千円） 15,808,719 ―

　　　(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％)

ＫＤＤＩ株式会社 1,774,094 11.2

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

３ 【対処すべき課題】

事業の安定性とリスク分散を鑑み、今後は新たな事業分野の柱となる新規商材及び、新規分野の開拓も

積極的に取り組み、更なる企業価値の創造に邁進していく所存です。

　また、全てのステークホルダーに対し、「知名度の向上」を目指し、積極的な企業ＰＲ活動を行う事で、

当社グループの企業ブランド向上に注力してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1) 個人情報の管理について

平成17年４月より施行された個人情報保護法は、当社グループ及び人材ビジネス業界にも影響がある

と考えられ、それに対する取り組みを誤れば、企業の存続に影響が生じる可能性があります。

当社グループではこの問題を重視し、従来より規定している個人情報管理規程を見直したうえで運用

を厳格化しております。さらに、財団法人日本情報処理開発協会が認定するプライバシーマークを取得

（第A860391(02)）するなど、個人情報管理体制の強化を行っております。

従いまして、個人情報が漏洩する危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの原因により

個人情報が外部に漏洩するような事態が発生した場合には、当社グループに対する社会的信用の低下に

よる売上の減少または損害賠償による費用の発生等が起こることも考えられ、業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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(2) 社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入及び料率改定の影響について

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により、社員を社会保険に

加入させる義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社グループの雇用する

労働者で社会保険適用該当者については、社会保険への加入を勧めてきております。今後につきまして

も、特にスタッフに関する就業実績を継続的に確認し、社会保険適用該当者の未加入が発生しないよう対

処していく方針であります。

また、社会保険料の料率改定によって料率が上昇した場合には、雇用事業主である当社グループにも負

担が発生し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) スタッフの確保について

当社グループの事業における重要な要素の一つは、現場業務を担当するスタッフであります。事業の継

続的な発展は、質の高いスタッフの確保如何にかかっていると言っても過言ではありません。今後受注量

をさらに拡大させていくためには、スタッフを確保する対策を一層強化していく必要があります。

そこで当社グループは、募集方法を多様化し、ＷＥＢ媒体に重点を置いた募集方法を採用するととも

に、採用拠点の多様化、Ｕターン・Ｉターン募集等により、求職者にとって応募しやすい環境を整えてま

いります。さらに採用したスタッフの能力に合わせた独自のステップアップ研修メニューを実施するこ

とで、質の高いスタッフの確保及び採用可能なスタッフの範囲拡大を図っていく所存であります。今後計

画通りにスタッフの確保ができない場合には、当社グループの成長の制約要因となる可能性があります。

　

(4) 競合について

当社グループが行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業については、既に上場している会社を含

めて競合会社が多数存在しております。また、参入が比較的容易なことから、競合がさらに激化する可能

性もあります。当社グループにおいては、スタッフへの教育・研修、コンプライアンス体制の構築、個人情

報管理体制の整備、商品コンセプトの提案から現場での販売促進、消費者の反応のフィードバックから販

売状況等の分析までワンストップでサービスの提供を行う、マーケティングのワンストップソリュー

ション企業としてサービスを展開することにより、付加価値を高め、競合会社との差別化を図り、競合に

打ち勝つべく努力していく方針でありますが、競争激化に伴う低価格化等の動向によっては、業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(5) 全国展開への対応について

クライアントの販促における展開が、マスメディア媒体を中心としたものから、現場を中心とした直接

的な販促活動に移行しつつあることにより、当社グループは、全国拠点網を活かし、クライアントの全国

一括受注ニーズにタイムリーに対応する体制を充実させ、社内に専門部署を設けた上で受注体制の強化

を図ってきております。しかしながら、これらの全国一括受注への対応が適切に行われない場合には、当

社グループの成長の阻害要因になる可能性があります。
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(6) 特定の顧客業種への依存度について

当社グループの取扱商材分野別の販売状況は、モバイル・デジタル分野のクライアントへの販売比率

が53.0％を占めておりますが、現状では、移動体通信事業者が光ファイバー通信（ＦＴＴＨ）等への展開

を進めて事業分野を拡大しており、これに順応した受注体制を整えております。

当社グループは、モバイル・デジタル分野に特化しない体制に取り組んでおり、同分野の販売比率は低

下してきているものの、引続き主力事業分野であることから、今後この事業の推移如何によっては、当社

グループの成長の制約要因となる可能性があります。

なお、当連結会計年度における同分野の主要なクライアントであるＫＤＤＩ株式会社への売上高は

1,774百万円（前期(単体)比95百万円増加）、同販売比率は11.2％（前期(単体)比0.7％減少）となって

おり、引続き当該企業の動向にも影響を受ける可能性があります。（ＫＤＤＩ株式会社への売上高には、

ＡＤＳＬ（ＤＩＯＮ）・光ファイバー通信（光one）を含んでおります。）

　

(7) 代表取締役への依存について

当社は、現在の代表取締役である山室正之によって創業され、山室正之は今日に至るまで当社グループ

の経営方針の決定、事業推進上の意思決定、人材の採用・教育などに重要な役割を果たしており、今後と

もこの状態は継続するものと考えられます。

これに対して当社グループは、代表取締役からの権限委譲を進めるほか、内部統制システムによる経営

会議、部門会議、年度目標設定研修などの合議制による内部意思決定体制が機能しており、組織そのもの

もフラットで意思疎通過程がシンプルで分かりやすい構成によって、組織として事業経営を推進してい

く体制を整えております。

しかしながら、代表取締役が当社グループにおける業務を健全に遂行できなくなる事態が生じた場合

には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(8) 会社規模について

当社グループは現在、中規模な企業組織集団であり、内部管理体制もこのような規模に応じたものと

なっております。内部監査機能については、かかる組織規模に応じたものとなっており、コンプライアン

ス室によって実施しております。当社グループは、今後の企業規模及び事業の拡大に応じて人員の増強を

図るとともに、内部管理体制・内部監査機能も強化していく方針であります。しかしながら、業務の拡大

に対して適切かつ十分な人的・組織的対応ができなかった場合は、事業の拡大に影響を与える可能性が

あります。

　

(9) 法的規制について

当社グループは、労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の「一般労働者派遣事業」の許可を取得し、人材

派遣事業を営んでおり、労働者派遣法に基づく規制を受けております。また、職業安定法に基づく有料職

業紹介事業も行っており、職業安定法に基づく規制を受けております。その他、当社グループが行うアウ

トソーシング事業及び人材派遣事業に適用のある労働基準法などをはじめとした労働関連法令につい

て、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに応じて、改正ないし解釈の変更などがあった場合、事業計

画及び業績に影響を与える可能性があります。

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

13/84



(10)ストック・オプション制度と株式の希薄化について

当社は、取締役及び従業員に対して、業務に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストック・

オプション制度を採用しており、平成14年３月20日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）を付与することを決議しております。そして、平成20

年３月31日現在の新株予約権等による潜在株式数は4,080株であり、発行済株式総数105,251株の3.9％に

相当しております。今後のストック・オプション制度の活用については、引き続き検討課題ではあります

が、現在付与している新株予約権等により保有株式の株式価値が希薄化する可能性はあります。　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 会社分割

当社は、平成19年６月26日開催の取締役会において、会社法第805条の方法により、当社の棚卸代行サー

ビス事業を会社分割により新設する株式会社ピーアンドピー・インベックス（以下、承継会社）に承継

する旨の会社分割計画書の承認を決議いたしました。

　なお、当該会社分割の概要は以下のとおりであります。

①　会社分割の目的

当社の棚卸代行サービス事業は、コンビニエンスストアをはじめ、専門店等の多様な業態に幅広く展

開して参りましたが、昨今の棚卸代行サービス事業への需要がますます高まって来ており、更なる事業

規模の拡大が急務となっている一方、当社の中核事業のＳＰＯ事業も、消費者の多様化と新製品のライ

フサイクルの短縮化を背景に、当社の顧客ニーズはますます多様化・スピード化しております。

　こういった市場の動きに機動的に対応すべく、スピードと小回りを実現できる事業体制を構築し、承

継会社において一層の事業拡大を図ることにより、株主利益を最大化することを目的として、棚卸代行

サービス事業を分社化いたしました。

②　会社分割の方法

平成19年８月１日を分割期日とし、当社を分割会社、新たに設立する会社を承継会社として、分割に

際して発行する普通株式をすべて当社に対して割当て交付する簡易分割の方法による分社型分割（物

的分割）を行いました。

③　分割に際して発行する株式及び割当

分割に際し普通株式9,000株を当社に割当てました。

④　分割する資産、負債の状況（平成19年８月１日現在）

資産 金額（千円） 負債・純資産 金額（千円）

流動資産 407,781流動負債 105,647

固定資産 104,260固定負債 2,307

純資産 404,086

合計 512,041 合計 512,041

⑤　承継会社の概要

名称　　　　　　株式会社ピーアンドピー・インベックス

　代表者　　　　　代表取締役社長　吉原　克己

　本店所在地　　　東京都新宿区新宿一丁目18番10号

　資本金　　　　　200,000千円（平成19年８月１日現在）

　事業の内容　　　アウトソーシング事業（棚卸代行サービス）
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(2) 吸収合併

当社は、当社の連結子会社である株式会社ピーアンドピー・インベックスが株式会社インベックス・

パートナーズと平成19年10月１日をもって吸収合併を行う旨の合併契約書を平成19年８月23日付で締結

し、平成19年８月24日開催の当社取締役会において承認を決議いたしました。

①　合併の目的

株式会社ピーアンドピー・インベックスと、株式会社インベックス・パートナーズは、両社が合併す

ることにより、棚卸代行サービス市場において、営業基盤、事業ノウハウ、マネジメント体制強化、未出

店地域への進出という様々な面での相乗効果が得られ、当社の子会社の棚卸代行サービス業の拡大に

大きく寄与するものと考えており、今後も積極的に支援して参ります。

②　合併の方法

平成19年10月１日を合併期日とし、株式会社インベックス・パートナーズを存続会社とする吸収合

併方式で、株式会社ピーアンドピー・インベックスは解散いたしました。なお、存続会社の株式会社イ

ンベックス・パートナーズが平成19年10月１日付で商号の変更を行い、株式会社ピーアンドピー・イ

ンベックスとなりました。

③　合併比率の算定方法

㈱キャピタル・ストラテジー・コンサルティングを算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、同社

から提出された参考資料に基づき、㈱インベックス・パートナーズと協議のうえ、算定しております。

④　合併に際して発行する株式及び割当

合併に際し普通株式9,900株を株式会社ピーアンドピー・インベックスに割当てました。

⑤　吸収合併消滅会社より引き継ぐ合併時の資産、負債の状況（平成19年９月30日現在）

資産 金額（千円） 負債・純資産 金額（千円）

流動資産 449,818流動負債 148,506

固定資産 100,272固定負債 1,721

純資産 399,863

合計 550,091 合計 550,091

⑥　承継会社の概要

名称　　　　　　株式会社ピーアンドピー・インベックス

　代表者　　　　　代表取締役社長　吉原　克己

　本店所在地　　　東京都新宿区新宿一丁目18番10号

　資本金　　　　　243,000千円（平成19年10月１日現在）

　事業の内容　　　アウトソーシング事業（棚卸代行サービス）
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(3) 子会社の取得

当社は、平成20年５月29日開催の取締役会において、株式会社ベルパーク（以下「ベルパーク」という）

の完全子会社である株式会社ジャパンプロスタッフ（以下「ジャパンプロスタッフ」という）の発行済株

式の50％をベルパークより取得することを決議し、株式譲渡契約を締結いたしました。

①　株式取得の目的

ベルパークは、人材派遣及び人材紹介事業を主な事業とするジャパンプロスタッフを連結子会社に有

しておりますが、携帯電話ショップ等への派遣の需要に見合う人材供給ニーズに対応できない等の課題

がありました。一方、当社は、創業来長期にわたり、携帯電話の販売等に従事する人材を送り出してきまし

たが、携帯電話ショップ等への人材派遣事業には、まだ拡大の余地が見込めるため、事業の強化を検討し

ておりました。　

このような状況の下、当社がジャパンプロスタッフを子会社化し、当社の有する人材サービスのノウハ

ウをもって運営することにより、ジャパンプロスタッフの業容を拡大することができ、ベルパーク及び当

社の両社にメリットがあるものと判断し、今般、ジャパンプロスタッフ株式の50％を取得することとする

株式譲渡契約を締結いたしました。なお、当該取得により、支配力基準に基づき、ジャパンプロスタッフは

ピーアンドピーの連結子会社、ベルパークの持分法適用会社となります。

②　株式取得の目的

株式会社ベルパーク

③　取得する相手会社の概要

商　　　号　　　株式会社ジャパンプロスタッフ

事業の内容　　　一般労働者派遣事業、有料職業紹介事業

本店所在地　　　東京都新宿区新宿四丁目３番25号

資本金の額　　　200,000 千円

④　株式取得の時期

平成20年６月１日

⑤　取得する株式の数及び取得後の持分比率

取得する株式の数　　　普通株式　2,000株

取得後の持分比率　　　　　　　　　 50％

⑥　支払資金の調達及び支払方法

自己資金により支払
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

「財政状態及び経営成績の分析」は、有価証券報告書に記載している財務諸表に基づいて分析した内容

であります。

なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比の記載はしており

ません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に

準拠して作成しております。その作成には、定期的にまた必要に応じて開催する取締役会及び経営会議に

おいて、会計方針の選択・適用、資産及び収益・費用の報告及び開示に影響を与える見積りを必要として

おります。取締役会及び経営会議は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断してお

りますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

流動資産は、有価証券の取得などにより3,958,762千円となりました。

（固定資産）

固定資産は、有形及び無形固定資産の取得、差入保証金の差入れなどにより603,585千円となりました。

（繰延資産）

繰延資産は、連結子会社の開業費の支出により11,959千円となりました。

（流動負債）

流動負債は、未払金及び未払法人税等により、1,785,035千円となりました。

（固定負債）

固定負債は、役員退職慰労引当金などにより167,352千円となりました。

（純資産）

純資産合計は、当期純利益404,263千円、及び新株予約権の行使による株式の発行2,430千円などによ

り、2,621,919千円となりました。また、自己資本比率は56.7%になりました。

　

(3) 経営成績の分析

当連結会計年度の連結売上高は15,808,719千円、連結経常利益は827,566千円、また、連結当期純利益は

404,263千円となっております。
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（売上高）

当連結会計年度における地域別及び取扱商材分野別の売上高の概況は以下のとおりであります。

①　地域別

(ア)　東日本
*1

東日本地域では、全国一括受注に関連する営業窓口の集中及び営業力強化、スタッフ確保として

のＩターン募集への取組み、全国案件に対応するための拠点の拡充等を行ってきた結果、売上の顕

著な躍進が見られ、当連結会計年度の売上高は10,750,034千円となりました。

(イ)　西日本
*2

西日本地域では、売上を支えてきたカード事業部門において、上限金利の引下げを柱とする改正

貸金業規正法などの影響を大きく受けたものの、組織の見直し、地元に有力な人脈を持つ支社長の

起用、モバイル分野への営業の強化等を図り、当連結会計年度の売上高は5,058,684千円となりま

した。

②　取扱商材分野別

(ア)　モバイル・デジタル
*3

新規参入の携帯キャリア、Ｐ＆Ｈ
*3
での世界的一般消費財メーカー、外資系大手映像関連メー

カー、全国展開を行う大型家電量販店などとの新規全国取引獲得が売上に大きく寄与した結果、当

連結会計年度の売上高は8,381,756千円となりました。

(イ)　ストアサービス
*4

当連結会計年度は、改正都市計画法の施行を目前に大型ショッピングセンターなどの出店ラッ

シュが大きく影響し、各小売の現場で即戦力となるレジスタッフ及び生鮮技術者のニーズを取り

込めたことが売上の拡大に影響し、当連結会計年度の売上高は3,740,152千円となりました。

(ウ)　人材サービス
*5

人材サービスにおいては、流通・小売業のエグゼクティブクラス及び管理部系の人材紹介の売

上が大きく伸び、コールセンター、事務派遣の需要も拡大した他、当期では服飾・宝飾の販売員派

遣の拡大にも取組んでまいりましたが、上限金利の引下げを柱とする改正貸金業規正法などの影

響により、カード事業部門の売上が大きく縮小したため、当連結会計年度の売上高は1,952,574千

円となりました。

(エ)　棚卸サービス
*6

当連結会計年度は、棚卸事業部門の分社化、株式会社インベックス・パートナーズとの合併な

ど、業務の即時性向上、規模の拡大、サービスの質向上に取組んでまいりました。その中で、大型専

門店を中心とした棚卸サービスのアウトソーシング需要のニーズ拡大と、新規コンビニエンスス

トアチェーンの大型案件獲得等により売上拡大が進み、当連結会計年度の売上高は1,734,235千円

となりました。

(注)*1:「東日本」とは、中部（愛知県、三重県、岐阜県）、信越（長野県、新潟県）以東を指します。

*2:「西日本」とは、上記*1以外の地域を指します。

*3:「モバイル・デジタル」とは、従来の「モバイル（移動体通信機器群）」「デジタル（ＡＤＳＬ、デジタルカメ
ラ、大型薄型テレビ、パソコンなどの商品群）」「Ｐ＆Ｈ（パーソナル＆ホームに属する商品）」を総称して示
します。

*4:「ストアサービス」とは、生鮮技術者派遣、試食・試飲販売促進（デモンストレーション）、レジ業務請負等を
示します。

*5:「人材サービス」とは、銀行・クレジットカード会社などのカード加入促進、コールセンター業務、事務・ＩＴ
人材派遣、流通・小売業を中心とする人材紹介を総称して示します。

*6:「棚卸サービス」とは、小売店舗、倉庫における商品棚卸代行業務等を示します。
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（売上原価）

売上原価は、受注量に応じたスタッフの増加に伴う労務費の増加等などにより12,131,075千円とな

りました。

　

（販売費及び一般管理費）

スタッフ募集の為の採用教育費の積極的投入、及び子会社の合併などにより2,855,583千円となりま

した。なお、販売費及び一般管理費の主な内訳と売上高に占める割合は次のとおりであります。

平成20年３月期

内　　　　　　訳 金　　額 対売上高比率

人　　　　　件　　　　　費 1,625,475千円 10.3％

採　　用　　教　　育　　費 392,237千円 2.5％

賃　　　　　借　　　　　料 252,139千円 1.6％

そ　　の　　他　　経　　費 585,730千円 3.7％

合　　　　　　計 2,855,583千円 18.1％

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フローの状況

「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。

　

②　資金需要について

当社グループの運転資金のうち主なものは、稼働スタッフの人件費と販売費及び一般管理費等の営

業費用によるものです。当該支出は、内部留保によりまかなっていく方針であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、基幹システムの構築による業務の効率化などを目的とした設備

投資を実施しております。

当連結会計年度の設備投資等の総額は155,052千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について

示すと、次のとおりであります。

(1) アウトソーシング事業

当連結会計年度の主な設備投資は、株式会社ピーアンドピーコンシューマーズの事業所開設を中心と

する総額23,240千円の投資を実施しました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

(2) 人材派遣事業

当連結会計年度において、人材派遣事業にかかる設備投資は実施しておりません。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

(3) 全社共通

当連結会計年度の主な設備投資は、提出会社において本社事務所の増床及びスタッフの業務管理を行

う新基幹システムの導入を中心とする総額131,812千円の投資を実施しました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員数

(人)ソフトウエア その他 合計

 本社(東京都新宿区) ─ 　統括管理・業務機器 88,83351,555140,388248

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

　　 ２　上記その他の内訳は、建物付属設備、車両運搬具及び工具器具備品で、事務所は賃借しております。

　　 ３　従業員数は就業人員であります。

　　 ４　上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量
リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

 派遣システム機器  一式 ５ 4,080 10,066

　

(2) 子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員数

(人)ソフトウエア その他 合計

㈱ピーアンドピー・
インベックス

 本社(東京
都新宿区)

アウトソー
シング事業

　統括管理・
業務機器

69,9127,59077,502 99

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

　　 ２　上記その他の内訳は、建物付属設備、車両運搬具及び工具器具備品で、事務所は賃借しております。

　　 ３　従業員数は就業人員であります。

　　 ４　上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量
リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

 棚卸システム用機器端末  一式 ５ 9,199 5,300

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

投資予定額（千円） 資金調達
方法

着手
年月

完了予定
(完成年月)総額 既支払額

提出会社
本社（東京都
新宿区）

全社
業務
システム

50,000 ─ 自己資金 Ｈ20.７ Ｈ20.９

㈱ピーアンドピー・
インベックス

本社（東京都
新宿区）

全社
業務
システム

20,000 ─ 自己資金 Ｈ20.７ Ｈ20.９

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 　

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　類 発行可能株式総数(株)

普　通　株　式 192,000

計 192,000

　

② 【発行済株式】

　

種　類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内　容

普通株式 105,251 105,251ジャスダック証券取引所 ―

計 105,251 105,251 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権(ストック・オプション)は次のとおりです。

(平成14年３月20日臨時株主総会決議)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
4,080株

(注)1,2,4,5,6,7,8
同左

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり4,167円
(注)1,2,4,5,6,7

同左

新株予約権の行使期間
平成16年９月１日から
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　4,167円
資本組入額　2,083.5円
(注)2,4,5,6,7

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

としております。ただし、かかる調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数においてのみ行われるものとしております。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率(１株未満の端数は切り捨てる)

２　当社が新株予約権の行使に際して払込をなすべき新株予約権の目的たる株式１株当たり金額を下回る発行

価額をもって普通株式を発行する場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数

はこれを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×調整前新株予約権の目的たる株式１株当たり払込金額／調整後新株予約

権の目的たる株式１株当たり払込金額

　　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしております。

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割・併合の比率

　　また、当社が払込金額調整式に使用する調整前１株当たり払込金額を下回る発行価額をもって普通株式を発

行する場合、当社は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとしております。

調整後１株当たり払込金額＝{(調整前１株当たり払込金額×既発行株式数)＋(新発行株式数×１株当た

り発行価額)}／(既発行株式数＋新発行株式数)

３　当該ストック・オプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役もしくは使用人の地位であることを要する。

(2) 新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分を認めないものとする。

(3) その他行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。

４　平成15年３月11日開催の取締役会決議により、平成15年３月28日付をもって株式１株を４株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組

入額が調整されております。

５　平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組

入額が調整されております。

６　平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組

入額が調整されております。
　 ７　平成18年11月１日開催の取締役会決議により、平成18年12月１日付をもって株式１株を３株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組

入額が調整されております。

８　新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった数を控除した残数を記

載しております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年２月25日(注)１ 1,000 2,640 69,438 89,93869,437 69,937

平成16年３月31日(注)２ 56 2,696 500 90,438 ― 69,937

平成16年７月30日(注)３10,78413,480 ― 90,438 ― 69,937

平成16年12月１日(注)４ 1,000 14,480110,500200,938171,500241,437

平成17年２月１日～
平成17年２月28日(注)５

100 14,580 1,250 202,1881,250 242,687

平成17年５月20日(注)６14,58029,160 ― 202,188 ― 242,687

平成17年６月１日～
平成17年６月30日(注)７

180 29,340 1,237 203,4251,237 243,924

平成18年１月25日(注)８ 4,000 33,3401,161,1601,364,5851,161,1601,405,084

平成18年２月１日～
平成18年２月28日(注)９

620 33,960 5,0221,369,6075,0221,410,106

平成18年３月１日
(注)10、11

383.7134,343.71 ― 1,369,607△301,9641,108,141

平成18年６月29日(注)12 ─ 34,343.71 ─ 1,369,607△570,000538,141

平成18年12月１日(注)1368,687.42103,031.13 ─ 1,369,607 ─ 538,141

平成18年８月１日～
平成18年12月31日(注)14

1,770104,801.134,7661,374,3744,766 542,908

平成19年９月21日(注)15△0.13 104,801 ─ 1,374,374 ─ 542,908

平成20年１月22日(注)14 450 105,251 1,2151,375,5891,215 544,123

(注)１　新株予約権の行使

　　　　 行使者　有限会社ワイ・リンク　発行価額　138,875円　資本組入額　69,438円

２　合併に伴う割当交付

　　合併比率は株式会社ピーアンドピー１株に対し、株式会社パートナーズ・ジャパン0.35株であります。

３　株式分割(１：５)

　　平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。

４　有償一般募集(ブックビルディング方式)

　　発行価格　 300,000円　　　発行価額　 221,000円　　　資本組入額 110,500円

５　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

６　株式分割(１：２)

　　平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。

７　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

８　有償一般募集(ブックビルディング方式)

　　発行価格　 618,860円　　　発行価額　 580,580円　　　資本組入額 290,290円

９　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

10　合併に伴う割当交付

　　合併比率は株式会社ピーアンドピー１株に対し、株式会社ラスコーポレーション0.336株であります。

11　資本準備金の減少は合併差損によるものであります。

12　資本準備金の減少は、平成18年６月29日開催の株主総会決議による未処理損失の処理であります。

13　株式分割(１：３)

　　平成18年11月１日開催の取締役会決議により、平成18年12月１日付をもって株式１株を３株に分割しており

ます。

14　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

15　自己株式の消却による減少であります。

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

24/84



(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未
満株式
の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ─ 5 12 44 7 2 2,6992,769 ―

所有株式数(株) ─ 4,4851,00231,1794,276 32 64,277105,251─

所有株式数
の割合(％)

─ 4.26 0.95 29.62 4.060.03 61.08100.00―

(注)　自己株式111株は「個人その他」欄に含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山室　正之 東京都豊島区 29,490 28.02

有限会社　ワイ・リンク 東京都豊島区 27,600 26.22

山室　かおる 東京都豊島区 7,860 7.47

日本トラスティ・サービス信託銀行　株式会
社(信託口)

東京都中央区晴海1-8-11 3,342 3.18

ノーザン　トラスト　カンパニー　エイ
ブイエフシー　リ　ノーザン　トラスト　
ガンジー　アイリッシュ　クライアンツ
(常任代理人　香港上海銀行東京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF 
LONDON E14 5 NT, UK
(東京都中央区日本橋3-11-1)

2,659 2.53

株式会社　エイジス
千葉県千葉市花見川区幕張町
4-544-4

2,058 1.96

カセイスバンクオーディナリーアカウント
(常任代理人　三菱東京ＵＦＪ銀行本店)

1 PLACE VALHUBERT 75013 PARIS-
FRANCE

1,500 1.43

藤井　一夫 兵庫県揖保郡太子町 1,095 1.04

岩下　重忠 福岡県古賀市 1,050 1.00

石本　謙介 大阪府堺市南区 531 0.50

計 ― 77,185 73.33
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　　111　　　

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　105,140　

　　
普通株式　105,140　

　　
―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 105,251 ― ―

総株主の議決権 ― 105,140 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ピーアンドピー

東京都新宿区新宿
３－27-４

111 ─ 111 0.11

計 ― 111 ─ 111 0.11
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(8) 【ストック・オプション制度の内容】

当社は、取締役、監査役及び従業員に対して、業務に対する意欲や士気を一層高めることを目的として、

ストック・オプション制度を採用しております。

当社は、平成14年３月20日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権(ストック・オプション)を付与することを決議しております。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成14年３月20日

付与対象者の区分及び人数
取締役１名、使用人で決議日現在課長以上の資格を有
するもの６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 4,080株(注)1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額
「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。
(注)３

新株予約権の行使期間 同　　　上

新株予約権の行使の条件 同　　　上

新株予約権の譲渡に関する事項 同　　　上

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注)１　当社が株式の分割または株式併合を行う場合、「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり、株式数を調整

するものとします。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。

　

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

　
３　平成15年３月11日開催の取締役会決議により、平成15年３月28日付をもって株式１株を４株に分割しており

ます。また、平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に

分割し、平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割

し、さらに、平成18年11月１日開催の取締役会決議により、平成18年12月１日付をもって株式１株を３株に

分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価

格及び資本組入額が調整されております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区　　分 株式数　（株） 価額の総額　（円）

　当事業年度における取得自己株式 5,000 100,000,000

　当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

　当事業年度における取得自己株式 109 2,758,660

　残存決議株式の総数及び価額の総額 4,891 97,241,340

　当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 97.8 97.2

　当期間における取得自己株式 553 17,047,640

　提出日現在の未行使割合（％） 88.9 83.0

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月９日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式は

含まれておりません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円)株式数(株)処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 0.13 ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 111 ─ 553 ─

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月９日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式

の数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は利益配分について、株主への利益還元を重要な課題と考え、今後の事業展開のための財務体質の充

実を勘案しながら、安定した配当を継続的に行っていくことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としており、配当の決定機関は、中間配当は取締役

会、期末配当は株主総会であります。

上記方針に基づき当期につきましては、年間750円の配当をさせていただくことになりました。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成20年６月25日　株主総会決議 78,855 750

　　なお、当社は中間配当を行うことが出来る旨を定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) ―
(660,000)738,000

※245,000
700,000

500,000
※166,700

67,500

最低(円) ―
(433,000)420,000

※218,000
222,000 65,000 22,190

(注)　１　株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので(　)表示をしており、平成16年12月13日以

降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　当社株式は、平成16年12月２日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前については該当

事項はありません。

３　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高(円) 37,300 35,900 33,200 29,000 26,900 26,830

最低(円) 29,000 29,100 27,700 22,190 22,800 23,000

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

山 室 正 之 昭和30年１月20日生

昭和53年４月 株式会社ニチイ入社

(注)1 29,490

昭和62年１月 当社設立　営業部長就任

平成７年５月 当社　取締役就任

平成14年３月 当社　代表取締役就任(現任)

平成14年４月 株式会社フロス代表取締役社長　就任

平成16年７月 株式会社フロス取締役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション取締役
就任

平成20年６月 株式会社ジャパンプロスタッフ代表取
締役就任(現任)

取締役 関西支社長 藤 井 一 夫 昭和40年８月18日生

昭和59年４月 中村ニット株式会社入社

(注)1 1,095

昭和63年４月 当社入社

平成元年４月 当社　大阪営業所長就任

平成５年７月 株式会社ピーアンドピー(大阪)　取締役
就任

平成14年９月 当社と株式会社ピーアンドピー(大阪)
合併　取締役大阪支社長就任

平成18年４月 取締役関西支社長就任(現任)

取締役
管理部門
担当

半 田 敏 雄 昭和14年９月12日生

昭和38年４月 三菱重工業株式会社入社

(注)1 510

昭和45年６月 カリフォルニア大学バークレー校経営
学大学院卒業(MBA)

平成10年10月 三菱重工東日本販売株式会社入社

平成14年８月 当社入社 経営企画室長就任

平成15年６月 当社　取締役経営企画室長就任

平成16年10月 取締役管理部門担当就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション取締役
就任

取締役 坂 田 英 明 昭和14年６月10日生

昭和37年４月 三菱重工業株式会社入社

(注)2 ―
平成５年10月 弁護士登録（現職）

平成５年10月 坂田法律事務所設立

平成17年６月 取締役就任(現任)

常勤監査役 玉 井 幸 雄 昭和18年１月１日生

昭和36年４月 株式会社東京相和銀行入行

(注)3 ―

平成９年11月 株式会社東総　代表取締役就任

平成10年５月 株式会社大和エスシー入社

平成14年６月 株式会社大和エスシー代表取締役就任

平成16年７月 当社　監査役就任(現任)

平成16年７月 株式会社フロス監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監査役
就任

平成20年６月 株式会社ジャパンプロスタッフ監査役
就任(現任)

監査役 杉 山    浩 昭和41年１月21日生

平成７年９月 杉山会計事務所設立　代表就任(現任)

(注)3 ―
平成16年１月 当社　監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監査役
就任

監査役 三 木 敬 裕 昭和31年12月16日生

平成７年４月 弁護士登録（現職）

(注)3 ―

平成８年４月 三木法律事務所設立

平成17年６月 当社　監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監査役
就任

計 31,395

(注)１　取締役の任期は平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

　　２　取締役　坂田　英明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　３　監査役　玉井　幸雄、杉山　浩、三木　敬裕は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主重視の経営を基本方針として、意思決定の迅速化及び経営の健全性を高めるためのコンプ

ライアンス体制の整備・強化を図ることで、コーポレート・ガバナンスの有効性を確保し、公正な経営を

実現することを最優先課題としております。

また、必要な会社情報を、タイムリーに、正確に、公平にディスクローズし、公正で透明な経営を維持す

るとともに、積極的なＩＲ活動を行うことで、株主・投資家とのコミュニケーションを推進してまいりま

す。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社の機関の内容

当社は、企業統治機構として監査役制度を採用しており、企業経営において求められる効率性及び公

正・公平性を確保するために、以下の制度を導入し、運営しております。

(ア)　取締役会

経営上の重要事項の意思決定機関である取締役会は、平成20年３月31日現在取締役５名（うち社

外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務遂行を監督しております。

(イ)　監査役・監査役会

当社は、監査役制度を採用しており、平成20年３月31日現在監査役３名（うち社外監査役３名）と

なっております。監査役は、監査役会を設置し、監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめと

する重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査により、内部監査担当者及び監査役間で相互報

告を行うほか、監査法人との連携を通じて、取締役の職務遂行を監査しております。

(ウ)　コンプライアンス委員会

事業活動を行うに際し、法令遵守・社内規程の遵守のほか社会規範や倫理に反する行動がないよ

う、その遵守の徹底を図り、その遵守状況を監視し、内部通報があれば適正かつ公正なる改善措置を

講ずるため、コンプライアンス室による内部統制の委員会を実施しております。

(エ)　経営会議

取締役及び執行役員をメンバーとし、経営の重要事項について情報を共有するとともに討議する

経営会議を開催しております。同会議には、監査役及びコンプライアンス室長も出席することによ

り、内部統制システムの強化を図っております。

(オ)　顧問弁護士その他第三者の状況

重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項につきましては、顧問弁護士に相談し、必要な

検討を実施しております。また、専門家より、業務遂行上の必要に応じ、適宜アドバイスを受けており

ます。
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（内部統制の仕組み（模式図））

　

②　内部統制システムの整備及びリスク管理体制の整備の状況

(ア)　業務の適正を確保するための体制

当社は、平成18年５月10日開催の取締役会において、会社法第362条および会社法施行規則第100条

に基づき、会社の業務の適正を確保するための体制を次のとおり整備することを決議しております。

(ⅰ)　取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に関する情報の保管及び管理に関しては、代表取締役が取締役の中から統括

責任者を任命し、その責任者が文書管理規程、その他社内規程に従い職務執行に関する情報を文書

または電磁的に記録して保管するものとし、取締役はそれらを常時閲覧可能とする。

統括責任者は、定例取締役会に毎回内部統制システムのコントロール状況を報告することとす

る。なお、文書管理規程、その他社内規程の制定または改廃は、取締役会及び監査役会の決議による

ものとする。

(ⅱ)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、統括責任者が全社のリスクコントロールを統括するものとする。

統括責任者は、当社規程に基づきあらかじめ具体的なリスクを想定・分類し、迅速かつ適切な情

報伝達と緊急体制を整備し、コンプライアンス室（内部監査）と連携し各部署の日常的なリスク

管理状況を評価・監視することとする。

なお、有事の際には、代表取締役社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し統括的な危機管

理を行う。
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(ⅲ)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、定例取締役会を毎月１回開催して重要事項の決定並びに取締役・執行役員の業務執行

状況の監督を行う。

また、取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、取締役、執行役員、監査役が出席

する経営会議を毎月１回開催することにより業務執行に関する基本事項及び重要事項を多面的に

検討し慎重な意思決定を行う。

業務の運営・遂行については、中期経営計画及び各年度予算の立案、全社的な目標の明確な設

定、各部門への目標付与を行い、その目標達成に向けての具体策を立案・実行する。

(ⅳ)　取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社は、法令の遵守、またその徹底を図るためコンプライアンス室を設置している。全社のコン

プライアンスへの取り組みを統括するとともに、同室を中心に取締役、使用人等への教育を継続的

に企画・実行する。

さらに、社内通報制度を設け、取締役、使用人等はコンプライアンスに違反する行為が行われて

いる、あるいは行われる虞があることに気がついたときは、社内通報制度により速やかに管理部門

担当役員に通報する。

なお、通報内容は機密として秘守し通報者に対して当社は何ら不利益な取り扱いを行わないこ

ととする。

(ⅴ)　当社企業グループの業務の適性を確保するための体制

当社は、連結グループ会社の業務の適正な遂行を確保するため、当社の取締役及び執行役員など

が、連結グループ各社の取締役及び監査役を兼務するとともに、適宜、当社の内部監査部門による

監査を実施する。なお、コンプライアンス及び内部統制に関する体制として、当社の規程類を連結

グループ各社にも適用し、当社の管理担当取締役が統括する。

(ⅵ)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

必要に応じて監査役の業務補助のために監査役スタッフを置くことができる。その人事につい

ては管理部門担当取締役と監査役が協議して決定する。

(ⅶ)　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　１）　補助使用人の異動については、監査役の同意が必要とする。

　２）　取締役の補助使用人に対する指揮命令権はないものとする。

　３）　補助使用人の懲戒については、監査役の同意の上決定する。

(ⅷ)　取締役及び使用人が監査役に報告をするための事項

１）　取締役は、次に定める事項を監査役に報告するものとする。

　ａ　取締役会及び経営会議で決議された事項

　ｂ　会社に著しい損害が発生する虞がある事項

　ｃ　毎月の経営状況のうち重要な事項

　ｄ　内部監査状況及び内部監査の結果

　ｅ　リスク管理に関する重要な事項

　ｆ　重大な法令・定款違反

　ｇ　社内通報制度による通報状況及びその内容

　ｈ　その他コンプライアンス上重要な事項

２）　取締役、使用人は前記１）のａ）からｆ）に関する重大な事実を発見した場合、監査役会

（監査役）に直接報告することができる。
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(ⅸ)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、代表取締役、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換を開催することとし、取締役及

び使用人にヒヤリングを実施する機会を与えられている。

(イ)　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

(ⅰ)　取締役及び監査役が出席する取締役会を毎月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定めら

れた事項その他経営に関する重要事項を決定し、また社内各部門の進捗状況をレビューするこ

とにより、業務執行の監督を遂行いたしました。

(ⅱ)　重要な業務執行方針を協議する機関として、取締役および執行役員をメンバーとする経営会議

を月１回開催し、経営情報・営業情報施策等について情報の共有化に努めるほか、経営会議で審

議された事項は、取締役会においても報告され、審議のうえ承認しております。

(ⅲ)　監査役会を設置し、毎月１回以上開催するとともに、取締役の意思決定や職務執行に対する監

査を遂行しております。

(ⅳ)　コンプライアンス室を設置して会社全部門に対し内部監査を実施し、業務処理等に関する適正

性・妥当性について内部牽制の拡充に努めております。

(ⅴ)　役職員へのコンプライアンス啓蒙活動の一環として、「Ｐ＆Ｐ行動指針」を制定し、社員研修

の実施、役職員向けのコンプライアンス研修会の開催等を行っております。

(ウ)　財務報告の適正性を確保するための体制

平成19年５月10日開催の取締役会において、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制シス

テム構築の基本方針」を決議するとともに、代表取締役社長直轄の「内部統制委員会」を設置して、

当社の行う取引に関する会計処理の業務プロセスにおけるリスクを最小化するための体制及び方法

等について、法令に適合した内容の規程類を整備して財務報告の適正性を確保するための体制の充

実を図るものとします。

　

③　役員報酬及び監査報酬

(ア)　役員報酬の内容

区分 支給人員 支　　　給　　　額

取締役 ５名 111,958千円（うち社外取締役　１名　　3,250千円）

監査役 ３名 13,867千円（うち社外監査役　３名　 13,867千円）

合計 ８名 125,825千円

(注)１　取締役の報酬額は、平成19年６月26日開催の定時株主総会決議により、年額200,000千円以内とされて

おります。ただし、取締役の報酬額には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりませ

ん。

　　２　監査役の報酬額は、平成19年６月26日開催の定時株主総会決議により、年額50,000千円以内とされてお

ります。

　　３　上記報酬の他、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は15,880千円であります。

　　４　期末現在の人員は、取締役５名、監査役３名であります。

　　５　支給額は、事業年度中に役員退職慰労引当金として費用処理した22,145千円（うち取締役21,078千円

（うち社外取締役250千円）、うち監査役1,067千円）を含んでおります。
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(イ)　監査報酬の内容

区分 報酬額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２号第１項に
規定する業務に基づく報酬の金額

19,800千円

上記以外の報酬の金額 　　　　─

合計 19,800千円

　

(3) 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続き並びに内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

の状況

①　内部監査

代表取締役社長直属のコンプライアンス室（１名）を設置しております。コンプライアンス室は監

査計画に基づき、業務全般にわたり監査を実施しております。各事業所監査において、監査役及びコン

プライアンス室は同行・同席し、効率的かつ効果的な監査の実施に努めております。

監査結果は直接代表取締役社長に報告し、被監査部門に対しては監査結果を踏まえて改善指示を行

うことで、業務の適正な運営・社内規程との整合性を監査するととともに業務の改善・効率化の推進

に努めております。

②　監査役監査

常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で毎月１回以上監査役会を開催しております。監査

役は取締役会に出席するとともに、社内の重要会議にも参加し、取締役会及び取締役の意思決定・業務

遂行に関して、独立した立場から法令違反等の有無について監査を実施しております。

③　監査の連携

内部監査及び監査役監査の実施に当っては、内部監査担当者及び監査役間で相互報告を行うほか、監

査法人から監査の方法と監査結果に関する報告を受け、相互に意見交換を行って相互の連携を図って

おります。

　

(4) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　該当事項はありません。

　

(5) 業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を遂行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

鈴木　教夫 太陽ＡＳＧ監査法人 －（注）

柳下　敏男 太陽ＡＳＧ監査法人 －（注）

（注）継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者は、監査法人の選定基準に基づき決定され、公認会計士２名、会計士補３名、その

他３名で構成されております。

(6) 取締役の定数等

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。
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(7) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした決議事項

①　自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の

決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

②　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって毎年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

③　取締役及び監査役の会社に対する損害賠償責任の軽減

当社は、職務を遂行するにあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の

規定により、取締役（取締役であったものを含む）及び監査役（監査役であったものを含む）の損害

賠償責任を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない時は、法令の限度において、取締役会の決

議によって免除することができる旨を定款に定めております。

(8) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役会の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

(9) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

(3) 当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・

フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりません。

　

２　監査証明について

当社は、第20期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表は証券取引法第193条

の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び

第21期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表は金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき、それぞれ太陽ＡＳＧ監査法人による監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(千円) 構成比(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 1,535,538

　２．売掛金 1,818,688

　３．有価証券 501,314

　４．商品 2,537

　５．前払費用 24,660

　６．繰延税金資産 55,784

　７．その他 25,253

　　　貸倒引当金 △5,014

　　　流動資産合計 3,958,76286.5

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産

　　(1) 建物 60,089

　　　　減価償却累計額 △11,192 48,897

　　(2) 車両運搬具 27,526

　　　　減価償却累計額 △10,986 16,539

　　(3) 工具器具備品 116,334

　　　　減価償却累計額 △89,356 26,977

　　　有形固定資産合計 92,414 2.0

　２．無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 159,340

　　(2) ソフトウェア仮勘定 3,277

　　(3) 電話加入権 7,829

　　(4) のれん 39,040

　　　無形固定資産合計 209,488 4.6

　３．投資その他の資産

　　(1) 破産更生債権等 42,130

　　(2) 長期前払費用 22,004

　　(3) 繰延税金資産 3,894

　　(4) 差入保証金 187,282

　　(5) 保険積立金 83,628

　　(6) その他 4,010

　　　　貸倒引当金 △41,267

　　　投資その他の資産合計 301,682 6.6

　　　固定資産合計 603,585 13.2

Ⅲ　繰延資産

　１．開業費 11,959

　　　繰延資産合計 11,959 0.3

　　　資産合計 4,574,307100.0
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　 当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(千円) 構成比(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１．買掛金 1,036,494

　２．未払金 214,448

　３．未払費用 99,346

　４．未払法人税等 178,490

　５．未払消費税等 158,660

　６．預り金 49,238

　７．賞与引当金 45,611

　８．その他 2,745

　　　流動負債合計 1,785,03539.0

Ⅱ　固定負債

　１．長期未払金 12,150

　２．役員退職慰労引当金 155,202

　　　固定負債合計 167,352 3.7

　　　負債合計 1,952,38742.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 1,375,58930.1

　２．資本剰余金 544,123 11.9

　３．利益剰余金 675,952 14.8

　４．自己株式 △2,985 △0.1

　　　株主資本合計 2,592,68056.7

Ⅱ　少数株主持分 29,239 0.6

　　　純資産合計 2,621,91957.3

　　　負債純資産合計 4,574,307100.0
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② 【連結損益計算書】

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 15,808,719100.0

Ⅱ　売上原価 12,131,07576.7

　　　売上総利益 3,677,64423.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 2,855,58318.1

　　　営業利益 822,060 5.2

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 3,562

　２．その他 3,472 7,034 0.0

Ⅴ　営業外費用

　１．支払利息 882

　２．その他 645 1,528 0.0

　　　経常利益 827,566 5.2

Ⅵ　特別利益

　１．持分変動利益 5,975 5,975 0.0

Ⅶ　特別損失

　１．固定資産除却損 ※２ 61,318

　２．組織再編費用 8,435 69,753 0.4

　　　税金等調整前当期純利益 763,787 4.8

　　　法人税、住民税及び事業税 327,107

　　　法人税等調整額 33,202 360,309 2.2

　　　少数株主損失 785 0.0

　　　当期純利益 404,263 2.6

　

　

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

40/84



③ 【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本
少数株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,374,374542,908347,307 △241 2,264,348─ 2,264,348

連結会計年度中の変動額

　新株の発行（新株予約権の行使） 1,215 1,215 2,430 2,430

　剰余金の配当 △78,599 △78,599 △78,599

　当期純利益 404,263 404,263 404,263

　連結範囲の変動 2,996 2,996 2,996

　自己株式の取得 △2,758 △2,758 △2,758

　自己株式の消却 △14 14 ─ ─

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

29,239 29,239

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

1,215 1,215 328,645△2,743 328,33129,239 357,571

平成20年３月31日残高(千円) 1,375,589544,123675,952△2,9852,592,68029,2392,621,919
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前純利益 763,787

　　　減価償却費 72,167

　　　のれん償却額 4,337

　　　開業費償却額 1,839

　　　貸倒引当金の増減額 2,128

　　　賞与引当金の増減額 △5,752

　　　役員退職慰労引当金の増減額 18,692

　　　受取利息 △3,562

　　　支払利息 882

　　　持分変動利益 △5,975

　　　固定資産除却損 61,318

　　　売上債権の増減額 13,191

　　　たな卸資産の増減額 △4,012

　　　仕入債務の増減額 99,489

　　　未払金の増減額 △50,086

　　　未払消費税等の増減額 874

　　　預り金の増減額 △32,895

　　　その他 △34,753

　　　　小計 901,672

　　　利息及び配当金の受取額 3,562

　　　利息の支払額 △882

　　　法人税等の支払額 △452,354

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 451,998

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △63,311

　　　有形固定資産の売却による収入 2,857

　　　有形固定資産の除却による支出 △13,218

　　　無形固定資産の取得による支出 △91,532

　　　差入保証金の差入による支出 △14,670

　　　子会社株式の取得による支出 △7,000

　　　繰延資産の取得による支出 △13,799

　　　その他 △35,449

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △236,125

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入れによる収入 150,000

　　　短期借入金の返済による支出 △176,282

　　　新株予約権の行使による株式の発行に
　　　よる収入

2,430

　　　自己株式の取得による支出 △2,758

　　　配当金の支払額 △77,961

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △104,571

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 111,300

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,901,243

Ⅵ　連結範囲の変更に伴う
　　現金及び現金同等物の増減額

※２ 11,260

Ⅶ　合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※３ 13,047

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,036,852
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日至　平成20年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　２社

　連結子会社の名称

　　㈱ピーアンドピー・インベックス

　　㈱ピーアンドピーコンシューマーズ　

　なお、㈱ピーアンドピー・インベックスについては、

平成19年８月１日に会社分割により100％子会社とし

て設立したことにより連結の範囲に含めております。

また、㈱ピーアンドピーコンシューマーズは、前事業年

度（単体）において非連結子会社であった㈱フロスが

名称変更した会社であり、重要性が増したことにより

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。　

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用会社はありません。　

３．連結子会社の事業年度等に関する事

項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。　

４．会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　

①　有価証券

　(イ)満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）

　(ロ)その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

　商品

　　移動平均法による原価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産

　(イ)平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては旧定額法を採用しております。

　(ロ)平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　　　　３～15年

　車両運搬具　　　　　　　　　２～６年

　工具器具備品　　　　　　　　３～８年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年)に基づく定額法を採用しております。

　(3) 重要な繰延資産の処理方法 開業費

　連結子会社の開業費は、５年間にわたって毎期均等償

却しております。
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項目

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。　

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度に対応する金額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計上しております。　

④　役員賞与引当金

　役員賞与の支払に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

　当連結会計年度は期首作成の事業計画の達成状況を

勘案し役員賞与の支給を行わないこととしました。

　(5) 重要なリース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

　(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関す

る事項

　のれんは、５年間で均等償却しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限が到来する短期的な投資からなっております。　

　

追加情報

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人

税法施行令の一部を改正する法令 平成19年３月30日　政令第83号))に伴い、当連結会計年度より

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益への影響は軽微でありま

す。

２．法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した期の翌期より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益への影響は軽微であります。

３．当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正

平成18年12月22日）を適用しております。なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益への影響は

ありません。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締

結しております。当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

　

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属する費用であります。主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

従業員給与 1,102,171千円

法定福利費 205,500千円

賃借料 252,139千円

減価償却費 49,982千円

賞与引当金繰入額 42,776千円

役員退職慰労引当金繰入額 23,759千円

採用教育費 392,237千円

のれん償却費 4,337千円

※２　固定資産除却損の内訳　

建物 38,737千円

ソフトウェア 22,581千円

合計 61,318千円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 104,801.13 450 0.13 105,251

　
(注)当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末の株式数には、提出会社の前事業年度

末（平成19年３月31日）現在の株式数を記載しております。

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　450株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　端株（自己株式）の消却による減少　　　　　　　 　0.13株

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2.13 109 0.13 111

　
(注)当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末の株式数には、提出会社の前事業年度

末（平成19年３月31日）現在の株式数を記載しております。

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　　 109株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　端株の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　0.13株
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　３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　４．配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 78,599 750平成19年３月31日 平成19年６月27日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 78,855 750平成20年３月31日 平成20年６月26日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,535,538千円

有価証券 501,314千円

　　計 2,036,852千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ─

現金及び現金同等物 2,036,852千円

※２　連結範囲の変更により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式会社ピーアンドピーコンシューマーズ

流動資産 12,711千円

固定資産 286千円

　資産合計 12,997千円

流動負債 1,260千円

　負債合計 1,260千円

※３　合併により引き継いだ会社の資産及び負債の主な内訳

連結子会社である株式会社ピーアンドピー・インベックスが合併により株式会社イ

ンベックス・パートナーズより引き継いだ資産及び負債の内訳

流動資産 117,468千円

固定資産 13,509千円

　資産合計 130,977千円

流動負債 85,596千円

固定負債 45,759千円

　負債合計 131,356千円

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

46/84



(リース取引関係)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額

機械装置（千円）
工具器具備品（千

円）
合計(千円）

取得価額相当額 102,600 33,064 135,664

減価償却累計額相当額 101,546 19,758 121,304

減損損失累計額相当額 ─ ─ ─

期末残高相当額 1,053 13,305 14,359

２．未経過リース料期末残高相当額

　　　１年以内 7,286千円

　　　１年超 8,080千円

　　　合　計 15,367千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 13,279千円

リース減損勘定の取崩額  ─ 千円

減価償却費相当額 10,574千円

支払利息相当額 818千円

減損損失 ─ 千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

47/84



(有価証券関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．時価評価されていない有価証券

区分

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円）

(1) 満期保有目的の債券

　コマーシャルペーパー 499,098

合計 499,098

(2) その他有価証券

　ＭＲＦ 2,215

合計 2,215

　

２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予

定額

区分
１年以内
（千円）

(1) 債券

　コマーシャルペーパー 499,098

合計 499,098

　

(デリバティブ取引関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要　　

　　当社は、確定拠出型年金制度を採用しております。

　当期の確定拠出年金への掛け金支払額は、13,895千円であります。
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(ストック・オプション等関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

決議年月日 平成14年３月20日 平成16年３月20日

　付与対象者の区分及び数
　 当社取締役　１名　
　 当社従業員　６名

　 当社取締役　３名　
　 当社従業員　39名

ストック・オプション数 (注)１　 普通株式　　4,800株 　 普通株式　　2,790株

　付 与 日 平成14年３月20日 平成16年３月20日

　権利確定条件 (注)２ (注)２

　対象勤務期間
　 自　平成14月３月20日
　 至　平成16月８月31日

　 自　平成16月３月20日
　 至　平成18月３月31日

　権利行使期間
　 自　平成16月９月１日
　 至　平成23月３月31日

　 自　平成18月４月１日
　 至　平成26月２月28日

(注)１．新株式予約権の株式数は、新株予約権公布日以降の株式分割に係る分割割合を乗じて算定した株式
数に換算して記載しております。

　２．新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社の関係会社の取締役、監査役もしくは使用人の
地位にあることを要する。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

　①　ストック・オプションの数

決議年月日 平成14年３月20日 平成16年３月20日

権利確定前　 （株）

　前事業年度末 ─ ─

　付　　与 ─ ─

　失    効 ─ ─

　権利確定 ─ ─

　未確定残 ─ ─

権利確定後　 （株）

　前事業年度末 4,080 450

　権利確定 ─ ─

　権利行使 ─ 450

　失　　効 ─ ─

　未行使残 4,080 ─

　

　②　単価情報

決議年月日 平成14年３月20日 平成16年３月20日

権利行使価格 　(円) 4,167 5,400

行使時平均株価 (円) ─ 25,700

付与日における公正な評価単価(円) ─ ─

(注)１．権利行使価格は、新株予約権交付日以降の株式分割による影響調整後の価格を記載しております。

　２．行使時平均株価は、権利行使時における月中の平均株価を用いております。
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(税効果会計関係)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　
　
繰延税金資産

　賞与引当金 18,563千円

　貸倒引当金 1,721千円

　夏季賞与未払社会保険 1,737千円

　身障者雇用未払費用 2,442千円

　未払労働保険料 1,550千円

　未払事業税 16,781千円

　未払事業所税 5,858千円

　役員退職慰労引当金 63,167千円

　合併未払退職金 4,944千円

　繰越欠損金 8,853千円

繰延税金資産小計 125,616千円

評価性引当額 △65,938千円

繰延税金資産合計 59,678千円

繰延税金負債 ─

繰延税金資産の純額 59,678千円
　
　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 55,784千円

固定資産－繰延税金資産 3,894千円
　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳　　

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

住民税均等割等 1.7％

同族会社の留保金課税 1.1％

評価性引当金の増加 1.0％

税効果会計を適用しない繰越欠損金 1.6％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2％

　

前へ

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

50/84



(企業結合等関係)

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

１．当社は平成19年６月26日開催の取締役会において、承認された会社分割計画書に基づき、平成19年

８月１日を分割期日として、会社法805条の方法により、当社の棚卸代行サービス事業を会社分割に

より新設した株式会社ピーアンドピー・インベックスに承継いたしました。

(共通支配下の取引等関係)

(1) 分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式

を含む事業分離の概要

①　分離先企業の名称及び分離した事業の内容

　株式会社ピーアンドピー・インベックス（連結子会社）

　　棚卸代行サービス事業

②　事業分離を行った主な理由

当社の棚卸代行サービス事業は、コンビニエンスストアをはじめ、専門店等の多様な業態に幅

広く展開して参りましたが、昨今の棚卸代行サービス事業への需要がますます高まって来てお

り、更なる事業規模の拡大が急務となっている一方、当社の中核事業のＳＰＯ事業も、消費者の

多様化と新製品のライフサイクルの短縮化を背景に、当社の顧客ニーズはますます多様化・ス

ピード化しております。

　こういった市場の動きに機動的に対応すべく、スピードと小回りを実現できる事業体制を構築

し、承継会社において一層の事業拡大を図ることにより、株主利益を最大化することを目的とし

て、棚卸代行サービス事業を分社化いたしました。

③　事業分離日

　平成19年８月１日

④　法的形式を含む事業分離の概要

当社を分割会社とし、株式会社ピーアンドピー・インベックス（新設会社）を承継会社とす

る新設分割を行いました。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計

処理を実施しております。
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２．当社の連結子会社である株式会社ピーアンドピー・インベックスと、株式会社インベック

ス・パートナーズは、平成19年10月１日をもって合併いたしました。

(共通支配下の取引等関係)

(1) 結合企業並びに被結合企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企

業結合の法的方式、結合後企業の名称及び当社が所有する結合後企業の議決権比率

①　結合企業（合併会社）の名称及び事業の内容

　株式会社インベックス・パートナーズ　　アウトソーシング事業(棚卸代行サービス)

②　被結合企業（被合併会社）の名称及び事業の内容

　株式会社ピーアンドピー・インベックス 　アウトソーシング事業(棚卸代行サービス)

③　企業結合を行った主な理由

株式会社ピーアンドピー・インベックスと、株式会社インベックス・パートナーズは、両社が

合併することにより、棚卸代行サービス市場において、営業基盤、事業ノウハウ、マネジメント体

制強化、未出店地域への進出という様々な面での相乗効果が得られ、当社の子会社の棚卸代行

サービス業の拡大に大きく寄与するものと考えており、今後も積極的に支援して参ります。

④　企業結合日

　平成19年10月１日

⑤　企業結合の法的方式

株式会社インベックス・パートナーズを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ピーアン

ドピー・インベックスは解散いたしました。

⑥　結合後企業の名称

　株式会社ピーアンドピー・インベックス

※　存続会社の株式会社インベックス・パートナーズが平成19年10月１日付で商号の変更を行

い、株式会社ピーアンドピー・インベックスとなりました。

⑦　当社が所有する結合後企業の議決権比率

　93.2％

(2) 株式の種類別の合併比率及びその算定方法ならびに合併により発行する新株数

①　株式の種類別の合併比率

　㈱ピーアンドピー・インベックス 1.1 : ㈱インベックス・パートナーズ 1

②　合併比率の算定方法

㈱キャピタル・ストラテジー・コンサルティングを算定機関に株式交換比率の算定を依頼

し、同社から提出された参考資料に基づき、㈱インベックス・パートナーズと協議のうえ、算定

しております。

③　合併により発行する新株数

　普通株式 9,900株

(3) 実施した会計処理の概要

当該合併に係る会計処理について、「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正 平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

アウトソー
シング事業
（千円）

人材派遣事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 8,977,2016,831,51715,808,719 ─ 15,808,719

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 8,977,2016,831,51715,808,719 ─ 15,808,719

営業費用 8,207,2566,779,40214,986,658 ─ 14,986,658

営業利益 769,945 52,114 822,060 ─ 822,060

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本
的支出

　資産 2,917,6061,656,7004,574,307 ─ 4,574,307

　減価償却費 53,340 23,046 76,386 ─ 76,386

　資本的支出 149,666 79,569 229,236 ─ 229,236

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　２．各区分に属する主要なサービス

　(1) アウトソーシング事業…小売店等における営業促進から店頭販売までのセールス・プロセス活動のトー

　　　　　　　　　　　　　　タル・アウトソーシングサービス、棚卸代行サービス

　(2) 人材派遣事業…小売店等における営業促進・販売スタッフの派遣サービス、人材紹介サービス

　

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【関連当事者との取引】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 24,937円42銭

１株当たり当期純利益金額 3,854円52銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 3,714円85銭

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額(千円) 2,621,919

純資産の部から控除する金額(千円) ─

普通株式に係る純資産の部の額(千円) 2,621,919

普通株式の発行済株式数(株) 105,251

普通株式の自己株式数(株) 111

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 105,140

　　

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益(千円) 404,263

　普通株主に帰属しない金額(千円) ─

　普通株式に係る当期純利益(千円) 404,263

　普通株式の期中平均株式数(株) 104,880

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額(千円) ─

　普通株式増加数(株) 3,943

 　(うち新株引受権) 3,627

 　(うち新株予約権) 315

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

─
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(重要な後発事象)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社は、平成20年５月29日開催の取締役会において、株式会社ベルパーク（以下「ベルパーク」という）の

完全子会社である株式会社ジャパンプロスタッフ（以下「ジャパンプロスタッフ」という）の発行済株式の

50％をベルパークより取得することを決議し、株式譲渡契約を締結いたしました。

（株式取得の概要）

１．株式取得の目的

ベルパークは、人材派遣及び人材紹介事業を主な事業とするジャパンプロスタッフを連結子会社に有して

おりますが、携帯電話ショップ等への派遣の需要に見合う人材供給ニーズに対応できない等の課題がありま

した。一方、当社は、創業来長期にわたり、携帯電話の販売等に従事する人材を送り出してきましたが、携帯電

話ショップ等への人材派遣事業には、まだ拡大の余地が見込めるため、事業の強化を検討しておりました。

　このような状況の下、当社がジャパンプロスタッフを子会社化し、当社の有する人材サービスのノウハウを

もって運営することにより、ジャパンプロスタッフの業容を拡大することができ、ベルパーク及び当社の両社

にメリットがあるものと判断し、今般、ジャパンプロスタッフ株式の50％を取得することとする株式譲渡契約

を締結いたしました。なお、当該取得により、支配力基準に基づき、ジャパンプロスタッフはピーアンドピーの

連結子会社、ベルパークの持分法適用会社となります。

２．株式取得の相手会社の名称

株式会社ベルパーク

３．取得する相手会社の概要

商　　　号 株式会社ジャパンプロスタッフ

事業の内容 一般労働者派遣事業、有料職業紹介事業

本店所在地 東京都新宿区新宿四丁目３番25号

資本金の額 200,000 千円

４．株式取得の時期

平成20年６月１日

５．取得する株式の数及び取得後の持分比率

　取得する株式の数　　　普通株式　2,000株

　取得後の持分比率　　　　　　　　　 50％

６．支払資金の調達及び支払方法

　自己資金により支払
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 1,901,243 1,244,561

　２．売掛金 1,767,113 1,584,964

　３．有価証券 ─ 501,314

　４．前払費用 21,795 18,231

　５．繰延税金資産 80,086 41,765

　６．その他 10,545 25,554

　　　貸倒引当金 △6,365 △5,014

　　流動資産合計 3,774,42088.5 3,411,37679.5

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産

　　(1) 建物 59,574 45,197

　　　　減価償却累計額 △14,637 44,937 △10,039 35,158

　　(2) 車両運搬具 22,094 27,526

　　　　減価償却累計額 △11,240 10,854 △10,986 16,539

　　(3) 工具器具備品 98,333 55,927

　　　　減価償却累計額 △73,900 24,432 △40,345 15,581

　　　有形固定資産合計 80,2241.9 67,2791.6

　２．無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 135,158 89,136

　　(2) 電話加入権 7,431 6,703

　　(3) 意匠権 1,222 ─

　　　無形固定資産合計 143,8113.4 95,8392.2

　３．投資その他の資産

　　(1) 関係会社株式 10,000 491,493

　 （2）関係会社長期貸付金 ─ 9,000

　　(3) 破産更生債権等 42,562 42,067

　 （4）長期前払費用 17 6,082

　　(5) 繰延税金資産 6,251 6,487

　　(6) 差入保証金 164,699 141,642

　　(7) 保険積立金 74,896 83,628

　　(8) その他 8,000 4,000

　　　　貸倒引当金 △41,492 △41,204

　　　　投資損失引当金 ─ △26,530

　　　投資その他の資産合計 264,9346.2 716,66616.7

　　固定資産合計 488,97011.5 879,78520.5

　　資産合計 4,263,390100.0 4,291,161100.0
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　　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１．買掛金 937,004 921,062

　２．未払金 259,005 181,330

　３．未払費用 77,624 74,147

　４．未払法人税等 311,144 172,412

　５．未払消費税等 151,458 126,661

　６．前受金 2,725 ─

　７．預り金 78,398 31,421

　８．賞与引当金 46,781 36,821

　９．その他 2,061 2,780

　　流動負債合計 1,866,20243.8 1,546,63736.0

Ⅱ　固定負債

　１．長期未払金 10,824 5,338

　２．役員退職慰労引当金 122,015 139,093

　　固定負債合計 132,8393.1 144,4313.4

　　負債合計 1,999,04246.9 1,691,06939.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 1,374,37432.2 1,375,58932.1

　２．資本剰余金

　　(1) 資本準備金 542,908 544,123

　　　　資本剰余金合計 542,90812.7 544,12312.7

　３．利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 347,307 683,36415.9

　　　　利益剰余金合計 347,3078.2 683,36415.9

　４．自己株式 △241△0.0 △2,985△0.1

　　　株主資本合計 2,264,34853.1 2,600,09260.6

　　　純資産合計 2,264,34853.1 2,600,09260.6

　　　負債純資産合計 4,263,390100.0 4,291,161100.0

　

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

58/84



② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 14,056,389100.0 14,466,246100.0

Ⅱ　売上原価 10,795,96676.8 11,095,84376.7

　　　売上総利益 3,260,42223.2 3,370,40323.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 2,582,33518.4 2,551,32917.6

　　　営業利益 678,0864.8 819,0735.7

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 997 3,136

　２．有価証券利息 ─ 355

　３．経営指導料 ─ 37,707

　４．その他 9,821 10,8180.1 2,923 44,1210.3

Ⅴ　営業外費用

　１．支払利息 82 913

　２．株式交付費 960 ─

　３．その他 3,628 4,6700.0 408 1,3210.0

　　　経常利益 684,2344.9 861,8746.0

Ⅵ　特別利益

　１．過年度未払金精算益 41,677 41,6770.3 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

　１．固定資産除却損 ※２ 1,895 61,318

　２．投資損失引当金繰入額 ─ 26,530

　３．過年度法定福利費 18,861 20,7560.2 ─ 87,8480.6

　　　税引前当期純利益 705,1555.0 774,0255.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

324,268 321,268

　　　法人税等調整額 40,598364,8662.6 38,085359,3532.5

　　　当期純利益 340,2892.4 414,6712.9
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 9,126,19484.5 9,559,17986.2

Ⅱ　経費 ※１ 1,669,77215.5 1,536,66313.8

　　売上原価 10,795,966100.0 11,095,843100.0

　

(注)※１　主な経費は以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

仕入外注費 548,287 515,357

業務経費 987,303 980,857

車両借上リース料 38,300 15,833

その他 95,881 24,616

　

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

60/84



③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,369,607 1,108,141 1,108,141

事業年度中の変動額

　新株予約権の行使による株式発行 4,766 4,766 4,766

　欠損填補 △570,000 △570,000

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

事業年度中の変動額合計(千円) 4,766 △565,233 △565,233

平成19年３月31日残高(千円) 1,374,374 542,908 542,908

　

株主資本

純資産
合計

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益

準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 8,086250,000△821,039△562,953△1991,914,5961,914,596

事業年度中の変動額

　新株予約権の行使による株式発行 9,533 9,533

　欠損填補 △8,086△250,000828,086570,000 ─ ─

　当期純利益 340,289340,289 340,289340,289

　自己株式の取得 △110 △110 △110

　自己株式の処分 △27 △27 67 40 40

事業年度中の変動額合計(千円) △8,086△250,0001,168,347910,261△42 349,752349,752

平成19年３月31日残高(千円) ─ ─ 347,307347,307△2412,264,3482,264,348
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,374,374 542,908 542,908

事業年度中の変動額

　新株の発行（新株予約権の行使） 1,215 1,215 1,215

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の消却

事業年度中の変動額合計(千円) 1,215 1,215 1,215

平成20年３月31日残高(千円) 1,375,589 544,123 544,123

　

株主資本

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 347,307 347,307 △241 2,264,3482,264,348

事業年度中の変動額

　新株の発行（新株予約権の行使） 2,430 2,430

　剰余金の配当 △78,599 △78,599 △78,599 △78,599

　当期純利益 414,671 414,671 414,671 414,671

　自己株式の取得 △2,758 △2,758 △2,758

　自己株式の消却 △14 △14 14 ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 336,057 336,057 △2,743 335,743 335,743

平成20年３月31日残高(千円) 683,364 683,364 △2,985 2,600,0922,600,092
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税引前当期純利益 705,155

　　　減価償却費 57,616

　　　貸倒引当金の増減額 9,550

　　　賞与引当金の増減額 25,431

　　　役員退職慰労引当金の増減額 18,050

　　　受取利息 △997

　　　支払利息 82

　　　固定資産除却損 1,895

　　　売上債権の増減額 △221,808

　　　仕入債務の増減額 108,304

　　　未払金の増減額 △218,238

　　　未払消費税の増減額 4,867

　　　その他 △22,641

　　　　小計 467,268

　　　利息の受取額 997

　　　利息の支払額 △82

　　　法人税等の支払額 △43,198

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 424,984

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △22,427

　　　無形固定資産の取得による支出 △59,652

　　　差入保証金の回収による収入 42,508

　　　その他 △16,518

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △56,089

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入れによる収入 300,000

　　　短期借入金の返済による支出 △300,000

　　　新株予約権の行使による収入 9,533

　　　自己株式買取による支出 △110

　　　自己株式処分による収入 40

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 9,463

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 378,358

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 1,522,884

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,901,243

※当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については記載しておりません。
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重要な会計方針

項　　目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

(1) 子会社株式

　移動平均法による原価法

(1) 満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）

(2) その他有価証券

　　時価のないもの

    　移動平均法による原価法

(3) 子会社株式

　　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平

成10年４月１日以降取得した建物(建物

付属設備は除く)については定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。
建物 ３～15年
車両運搬具 ２～６年
工具器具備品 ３～８年

(1) 有形固定資産

 ① 平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については旧

定額法を採用しております。

 ② 平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 ３～15年
車両運搬具 ２～６年
工具器具備品 ３～８年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

３．繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い）

　当事業年度より「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会　平成18年８月11日　実務対応報告第

19号）を適用しております。これによる損

益に与える影響は軽微であります。

――――――

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左
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項　　目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 投資損失引当金

――――――

(2) 投資損失引当金

　子会社への投資に対する損失に備える

ため、当該会社の財政状態を勘案して、必

要額を計上しております。

(3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給

見込額のうち当事業年度に対応する金額

を計上しております。

(3) 賞与引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、役

員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。　

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員賞与引当金

　役員賞与の支払に備えるため、当事業年

度における支給見込額に基づき計上して

おります。

(会計方針の変更）

　当事業年度より「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17

年11月29日　企業会計基準第４号）を適

用しております。

　当事業年度は期首作成の事業計画の達

成状況を勘案し役員賞与の支給を行わな

いこととしました。そのため損益に与え

る影響はありません。

(5) 役員賞与引当金

同左

　当事業年度は期首作成の事業計画の達

成状況を勘案し役員賞与の支給を行わな

いこととしました。

５．リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

６．キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限が到来する短期的な投資からなってお

ります。

――――――

７．その他財務諸表作成

のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,264,348千

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

――――――

―――――― (固定資産の減価償却方法の変更)

　当事業年度より平成19年度の法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する法令 平成

19年３月30日　政令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。なお、この変更に伴う当

事業年度の損益への影響は軽微であります。

―――――― （企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会

計基準）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月

27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 最終改正平成18年12月22日）を適用しております。

なお、この変更に伴う当事業年度の損益への影響はあり

ません。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――――

　

　

　

　

１．法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した期の翌期より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。なお、この変更に伴

う当事業年度の損益への影響は軽微であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
　(平成19年３月31日)

当事業年度　
(平成20年３月31日)

―――――― 　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ─

差引額 1,000,000千円

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属する

費用であります。主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

役員報酬 85,911千円

従業員給与 1,012,285千円

賞与引当金繰入額 38,957千円

賞与 91,766千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,050千円

採用教育費 384,794千円

賃借料 239,209千円

法定福利費 124,080千円

減価償却費 35,384千円

貸倒引当金繰入額 10,443千円

※１　販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属する

費用であります。主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

従業員給与 995,665千円

賞与引当金繰入額 34,640千円

役員退職慰労引当金繰入額 22,145千円

採用教育費 364,309千円

賃借料 209,696千円

法定福利費 189,606千円

減価償却費 41,760千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1,834千円

工具器具備品 61千円

合計 1,895千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 38,737千円

工具器具備品 22,581千円

合計 61,318千円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 34,343.71 70,457.42 ─ 104,801.13
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式分割による増加　　　　　68,687.42株

　新株予約権の行使による増加　 1,770.00株
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２．自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 0.57 2.16 0.60 2.13
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　端株の買取による増加　　0.34株

　株式分割による増加　　　1.82株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　端株の売却による減少　　0.60株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。
　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 78,599 750平成19年３月31日 平成19年６月27日

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2.13 109 0.13 111
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　　 109株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　端株の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　0.13株

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,901,243千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ─千円

現金及び現金同等物 1,901,243千円
　

※当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表における注記事項と

して記載しております。

EDINET提出書類

株式会社ピーアンドピー(E05435)

有価証券報告書

68/84



(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置
(千円)

工具器具
及び備品
(千円)

合計
　

(千円)

取得価額
相当額

102,60044,810147,410

減価償却累計額
相当額

95,96026,958122,918

期末残高
相当額

6,63917,85124,491

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置
(千円)

工具器具
及び備品
(千円)

合計
　

(千円)

取得価額
相当額

86,80021,100107,900

減価償却累計額
相当額

86,80011,66098,460

期末残高
相当額

─ 9,440 9,440

　２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,929千円

１年超 13,903千円

　合計 25,833千円

　２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,596千円

１年超 6,469千円

　合計 10,066千円

　３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 31,723千円

減価償却費相当額 28,487千円

支払利息相当額 1,971千円

　３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 12,468千円

減価償却費相当額 9,847千円

支払利息相当額 761千円

　４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　４．減価償却費相当額の算定方法

同　　左

　５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　５．利息相当額の算定方法

同　　左

(減損損失について)

　　 リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

同　　左

　 (有価証券関係)

前事業年度（平成19年３月31日現在）及び当事業年度（平成20年３月31日現在）において、子会社

株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度末(平成19年３月31日現在)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　

当事業年度末(平成20年３月31日現在)

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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(退職給付関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定拠出型年金制度を採用しております。

　　当期の確定拠出年金への掛け金支払額は17,381千円であります。
　

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

決議年月日 平成14年３月20日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び数
当社取締役  １名　
当社従業員  ６名

当社取締役  ２名　
当社従業員  22名

ストック・オプション数 (注)１ 普通株式　　4,800株 普通株式　　　780株

付 与 日 平成14年３月20日 平成15年３月27日

権利確定条件 (注)２ (注)２

対象勤務期間
自　平成14月３月20日
至　平成16月８月31日

自　平成15月３月27日
至　平成17月４月30日

権利行使期間
自　平成16月９月１日
至　平成23月３月31日

自　平成17月５月１日
至　平成25月３月31日

　

決議年月日 平成15年９月29日 平成16年３月20日

付与対象者の区分及び数
当社取締役　３名
当社従業員　45名

当社取締役　３名　
当社従業員　39名

ストック・オプション数 (注)１ 普通株式　　2,580株 普通株式　　2,790株

付 与 日 平成15年９月29日 平成16年３月20日

権利確定条件 (注)２ (注)２

対象勤務期間
自　平成15月９月29日
至　平成17月11月30日

自　平成16年３月20日
至　平成18月３月31日

権利行使期間
自　平成17月12月１日
至　平成25月10月31日

自　平成18月４月１日
至　平成26月２月28日

(注)１．新株式予約権の株式数は、新株予約権公布日以降の株式分割に係る分割割合を乗じて算定した株式
数に換算して記載しております。

　２．新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社の関係会社の取締役、監査役もしくは使用人の
地位にあることを要する。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

　の数については、株式数に換算して記載しております。

　①　ストック・オプションの数

決議年月日 平成14年3月20日 平成15年3月27日 平成15年9月29日 平成16年3月20日

権利確定前　 （株）　　　
　　　

　前事業年度末 ─ ─ ─ ─

　付　　与 ─ ─ ─ ─

　失    効 ─ ─ ─ ─

　権利確定 ─ ─ ─ ─

　未確定残 ─ ─ ─ ─

権利確定後   （株）

　前事業年度末 4,080 30 30 2,190

　権利確定 ─ ─ ─ ─

　権利行使 ─ 30 30 1,710

　失　　効 ─ ─ ─ 30

　未行使残 4,080 ─ ─ 450

　

　②　単価情報

決議年月日 平成14年3月20日 平成15年3月27日 平成15年9月29日 平成16年3月20日

権利行使価格 　(円) 4,167 4,583 5,400 5,400

行使時平均株価 (円) ─ 107,100 107,100 101,100

付与日における公正な
評価単価　(円)

─ ─ ─ ─

(注)１．権利行使価格は、新株予約権交付日以降の株式分割による影響調整後の価格を記載しております。

　２．行使時平均株価は、権利行使時における月中の平均株価を用いております。
　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

連結財務諸表に関する注記事項（ストック・オプション等関係）に記載のとおりであります。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 19,039千円

　貸倒引当金 1,845千円

　夏季賞与未払社会保険 2,174千円

　身障者雇用未払費用 1,221千円

　未払労働保険料 24,410千円

　未払事業税 28,177千円

　未払事業所税 5,064千円

　役員退職慰労引当金 49,660千円

　合併未払退職金 4,406千円

繰延税金資産小計 135,997千円

評価性引当額 △49,660千円

繰延税金資産合計 86,337千円

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 86,337千円

　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれています。

流動資産―繰延税金資産 80,086千円

固定資産―繰延税金資産 6,251千円

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 14,986千円

　貸倒引当金 1,721千円

　夏季賞与未払社会保険 1,737千円

　身障者雇用未払費用 2,442千円

　未払労働保険料 1,550千円

　未払事業税 15,192千円

　未払事業所税 5,858千円

　役員退職慰労引当金 56,611千円

　合併未払退職金 2,173千円

　投資損失引当金 10,798千円

　関係会社株式 2,593千円

繰延税金資産小計 115,661千円

評価性引当額 △67,409千円

繰延税金資産合計 48,252千円

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 48,252千円

　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれています。

流動資産―繰延税金資産 41,765千円

固定資産―繰延税金資産 6,487千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

住民税均等割等 1.7％

同族会社の留保金課税 1.3％

評価性引当金の増加 7.0％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7％
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

住民税均等割等 1.4％

同族会社の留保金課税 1.1％

評価性引当金の増加 2.3％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.4％

　

(持分法損益等)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

連結財務諸表に関する注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 21,606円59銭

１株当たり当期純利益金額 3,268円01銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
3,132円03銭

当社は、平成18年12月１日付で普通株式１株に対し普

通株式３株の割合で株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなっております。

１株当たり純資産額 18,583円08銭

１株当たり当期純利益金額 1,475円83銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
1,356円05銭

１株当たり純資産額 24,729円81銭

１株当たり当期純利益金額 3,953円76銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
3,810円50銭

　 （注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,264,348 2,600,092

　普通株式に係る純資産額(千円) 2,264,348 2,600,092

　普通株式の発行済株式数(株) 104,801.13 105,251

　普通株式の自己株式数(株) 2.13 111

　１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
  の数(株)

104,799.00 105,140

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益(千円) 340,289 414,671

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

　普通株式に係る当期純利益(千円) 340,289 414,671

　普通株式の期中平均株式数(株) 104,127 104,880

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額(千円) ― ─

　普通株式増加数(株) 4,520 3,943

　　（うち新株引受権） 3,570 3,627

　　（うち新株予約権） 950 315

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―――――― ――――――
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

１．重要な会社分割
　当社は平成19年６月26日開催の取締役会において、承
認された会社分割計画書に基づき、平成19年８月１日を
分割期日として、会社法805条の方法により、当社の棚卸
代行サービス事業を会社分割により新設する株式会社
ピーアンドピー・インベックス（以下、承継会社）に承
継いたします。

①会社分割の目的

　当社の棚卸代行サービス事業は、コンビニエンススト
アをはじめ、専門店等の多様な業態に幅広く展開して
参りましたが、昨今の棚卸代行サービス事業への需要
がますます高まって来ており、更なる事業規模の拡大
が急務となっている一方、当社の中核事業のＳＰＯ事
業も、消費者の多様化と新製品のライフサイクルの短
縮化を背景に、当社の顧客ニーズはますます多様化・
スピード化しております。
　こういった市場の動きに機動的に対応すべく、スピー
ドと小回りを実現できる事業体制を構築し、承継会社
において一層の事業拡大を図ることにより、株主利益
を最大化することを目的として、棚卸代行サービス事
業を分社化する予定であります。

②会社分割の形態及び時期

　当社を分割会社、新たに設立する新会社を承継会社と
し、分割に際して発行する普通株式をすべて当社に対
して割当て交付する簡易分割の方法による分社型分割
（物的分割）を行います。　
　　　＜分割期日　平成19年８月１日＞

③承継会社の資本金　　200,000千円

④承継会社が承継する権利義務

　当社の棚卸代行サービス事業に属する資産、負債及び
契約上の地位（従業員との雇用契約を含む）並びにこ
れらに付随する一切の権利義務

⑤承継事業の資産負債の金額（平成19年３月末）

資　産　468,894千円　　負　債130,161千円

⑥承継事業の売上高（平成19年３月期）

　　売上高　　1,458,900千円

⑦承継事業の従業者数（平成19年３月末）　72名

２．重要な子会社の合併

　当社は株式会社インベックス・パートナーズとの間
に、当社が平成19年８月１日に会社分割により設立す
る予定の、当社子会社である株式会社ピーアンドピー
・インベックスと、株式会社インベックス・パート
ナーズが、平成19年10月１日を期して合併する旨の基
本合意書の締結を致しました。

①合併の目的

　当社が会社分割により設立する予定の株式会社ピー
アンドピー・インベックスと、株式会社インベックス
・パートナーズは、両社が合併することにより、棚卸代
行サービス市場において、営業基盤、事業ノウハウ、マ
ネジメント体制強化、未出店地域への進出という様々
な面での相乗効果が得られ、当社の子会社の棚卸代行
サービス事業の拡大に大きく寄与するものと考えてお
り、今後も積極的に支援して参ります。

②合併の時期　　平成19年10月１日

当社は、平成20年５月29日開催の取締役会において、
株式会社ベルパーク（以下「ベルパーク」という）の
完全子会社である株式会社ジャパンプロスタッフ（以
下「ジャパンプロスタッフ」という）の発行済株式の
50％をベルパークより取得することを決議し、株式譲渡
契約を締結いたしました。

（株式取得の概要）

１．株式取得の目的

ベルパークは、人材派遣及び人材紹介事業を主な事業
とするジャパンプロスタッフを連結子会社に有してお
りますが、携帯電話ショップ等への派遣の需要に見合う
人材供給ニーズに対応できない等の課題がありました。
一方、当社は、創業来長期にわたり、携帯電話の販売等に
従事する人材を送り出してきましたが、携帯電話ショッ
プ等への人材派遣事業には、まだ拡大の余地が見込める
ため、事業の強化を検討しておりました。
　このような状況の下、当社がジャパンプロスタッフを
子会社化し、当社の有する人材サービスのノウハウを
もって運営することにより、ジャパンプロスタッフの業
容を拡大することができ、ベルパーク及び当社の両社に
メリットがあるものと判断し、今般、ジャパンプロス
タッフ株式の50％を取得することとする株式譲渡契約
を締結いたしました。なお、当該取得により、支配力基準
に基づき、ジャパンプロスタッフはピーアンドピーの連
結子会社、ベルパークの持分法適用会社となります。

２．株式取得の相手会社の名称

株式会社ベルパーク

３．取得する相手会社の概要

商　　　号 株式会社ジャパンプロスタッフ

事業の内容
 

一般労働者派遣事業、有料職業紹介事
業

本店所在地 東京都新宿区新宿四丁目３番25号

資本金の額 200,000 千円

４．株式取得の時期

平成20年６月１日

５．取得する株式の数及び取得後の持分比率

　取得する株式の数　　　普通株式　2,000株

　取得後の持分比率　　　　　　　　　 50％

６．支払資金の調達及び支払方法

　自己資金により支払

③合併する相手会社の概要

　商　　　号　株式会社インベックス・パートナーズ
　事業の内容　棚卸代行サービス事業
　本店所在地　長野県長野市南千歳2-12-3
　資本金の額　43,000千円
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⑤ 【附属明細表】

　【有価証券明細表】

　　【債券】

銘柄
券面総額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

有価証券 満期保有目的の債券
（日興シティグループ証券㈱）
　ジャックス　１ＡＢＢ　ＣＰ

499,098 499,098

計 499,098 499,098

　

　　【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券 その他有価証券
（みずほインベスターズ証券㈱）
　ＭＨＡＭのＭＲ

2,215,955 2,215

計 2,215,955 2,215

　

　【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 59,57420,41134,78845,19710,0393,84735,158

　車両運搬具 22,09412,9137,48127,52610,9864,92816,539

　工具器具備品 98,33310,23152,63755,92740,3459,66915,581

有形固定資産計 180,00243,55694,908128,65061,37118,44467,279

無形固定資産

　ソフトウェア 216,51688,255177,251127,52038,38427,24489,136

　電話加入権 7,431 ─ 728 6,703 ─ ─ 6,703

　意匠権 1,222 ─ 1,222 ─ ─ 444 ─

無形固定資産計 225,16988,255179,201134,22338,38427,68995,839

長期前払費用 17 8,941 17 8,941 ─ 2,858 6,082

(注)１　建物の主な増減

　 　本社増床内装工事　　19,962千円　　　本社別館退去に伴う除却　　 　　△33,741千円

　　２　車両運搬具の主な増減

　 　社有車新規取得　　　12,913千円　　　社有車売却　　　　　　   　　 　△7,481千円

　　３　工具器具備品の主な増減

　 　本社通信設備増設　　10,107千円　　　会社分割に伴う子会社への承継　 △52,502千円

　　４　ソフトウェアの主な増減

　 　基幹システム関連　　88,255千円　　　会社分割に伴う子会社への承継　△136,115千円

　　５　当事業年度における減損損失の計上額はありません。
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  【引当金明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

　貸倒引当金 47,857 5,014 ─ 6,653 46,218

　賞与引当金 46,781 36,821 46,781 ─ 36,821

　役員退職慰労引当金 122,015 22,145 5,067 ─ 139,093

　投資損失引当金 ─ 26,530 ─ ─ 26,530

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権にかかる洗替による取崩額、および会社分割に伴う子会社への

承継額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ　現金及び預金

区分 金額(千円)

　　現　　　　金 4,511

　　預　　　　金

　　　　当　　座　　預　　金 193,555

　　　　普　　通　　預　　金 1,045,770

　　　　別　　段　　預　　金 723

計 1,240,049

合計 1,244,561

　

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

　　ＫＤＤＩ株式会社 173,749

　　イー・モバイル株式会社 90,516

　　株式会社マイカル 78,126

　　株式会社エム・エス・コミュニケーションズ 52,217

　　ダイキン空調東京株式会社 37,463

　　その他 1,152,889

合計 1,584,964

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

当期末残高
(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)÷{(Ａ)
＋(Ｂ)}×100

滞留期間(日)
[{(Ａ)＋(Ｄ)}÷
２]÷{(B)÷366}

1,767,11315,189,55815,371,5961,584,964 90.7 40.4

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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②　固定資産

ａ　差入保証金

区分 金額(千円)

　　御幸ビルディング株式会社 80,076

　　明治安田生命保険相互会社 30,489

　　偕成ビルディング株式会社　 8,727

　　その他 22,349

合計 141,642

ｂ　関係会社株式

区分 金額(千円)

　　株式会社ピーアンドピー・インベックス 401,493

　　株式会社ピーアンドピーコンシューマーズ 90,000

合計 491,493

　

③　流動負債

ａ　買掛金

相手先 金額(千円)

　　スタッフ給与 882,061

　　株式会社アクロスソリューション 19,585

　　有限会社オチ食品 4,678

　　その他 14,736

合計 921,062

ｂ　未払金

区分 金額(千円)

　　社　会　保　険　料 59,767

　　株式会社リクルート 38,667

　　そ　　　の　　　他 82,896

合計 181,330

c　未払法人税等

区分 金額(千円)

　　法　　　人　　　税 107,122

　　住　　　民　　　税 27,964

　　事　　　業　　　税 37,326

合計 172,412

　

(3) 【その他】

　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
　　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
　　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞社に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.pandp.net

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第20期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出。

　

(2) 有価証券報告書及びその添付書類

訂正報告書（上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月25日関東財務局長に提出。

　

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２(新設分割)の規定に基づく臨時報告書を平

成19年７月27日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第15号の３(連結子会社の吸収合併)の規定に基づく臨

時報告書を平成19年８月30日関東財務局長に提出。

　

(5) 半期報告書

事業年度　第21期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提

出。

　

(6) 自己株券買付状況報告書

平成20年４月４日、平成20年５月２日、平成20年６月４日関東財務局長に提出。

　

(7) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

を平成20年６月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月１７日

株式会社　ピーアンドピー

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　鈴　木　　教　夫　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　柳　下　　敏　男　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ピーアンドピーの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積もりの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ピーアンドピー及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載の通り、会社は平成２０年６月１日に株式会社ジャパンプロスタッフの株式を５

０％取得し子会社としている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２９日

株式会社　ピーアンドピー

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　鈴　木　　教　夫　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　永　岡　　喜　好　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ピーアンドピーの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２０期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ピーアンドピーの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．「重要な後発事象」１．に記載されているとおり、会社は平成１９年６月２６日開催の取締役会にお

いて、平成１９年８月１日付にて会社分割を実施する旨決議している。　

２．「重要な後発事象」２．に記載されているとおり、会社は会社分割にて設立予定の子会社である株式

会社ピーアンドピー・インベックスと、株式会社インベックス・パートナーズが平成１９年１０月１

日を期して合併する旨の基本合意書を締結している。　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月１７日

株式会社　ピーアンドピー

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　鈴　木　　教　夫　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　柳　下　　敏　男　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ピーアンドピーの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２１期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ピーアンドピーの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載の通り、会社は平成２０年６月１日に株式会社ジャパンプロスタッフの株式を５

０％取得し子会社としている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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